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2019年度実施計画の総括（事業全体の達成度状況） 

本学では、第 2 次前期実施計画（2019 年度～2021 年度）に基づいて 2019 年度の実施計画を策定し、全学 
を挙げて実行しています。実施計画では、「教育」「研究」「社会貢献」「経営」「内部質保証」「国際化」の 6 分野 
において、全体で 92 の事業を展開しました。これらの事業については、それぞれの達成度評価基準を表 1 のと

おり、4 段階に定義し、全体の達成度状況の管理を行いました。2019 年度の達成度状況は表 2 のとおり、全体

の約 67.4%が「B 評価以上」の達成状況となっており、事業全体の 2/3 以上が事業展開を図っている状況にあ

ります。

なお、実施が十分に展開できなかった事業（C 評価）、実施に至らなかった事業（D 評価）を中心として、各

組織がその要因、今後の解決法等を、自主的に明らかにし、次年度の目標達成に向けて確実な改善に繋げてい

きます。

表 1. 実施計画の達成度評価基準 
評価基準 達成度の内容 

A 事業計画を上回っている 

B 事業計画を十分に実施している 

C 事業計画を十分には実施していない 

D 事業計画を実施していない 

表 2. 実施計画の事業分野別達成度状況 

実施計画の 
事業分野 

事業数 
達成度別事業数 

A 評価 B 評価 C 評価 D 評価 

教育 41 11 14 11 5 

研究 11 2 4 5 0 

社会貢献 13 0 10 2 1 

経営 14 5 9 0 0 

内部質保証 4 0 4 0 0 

国際化 9 0 3 5 1 

総事業数 92 18 44 23 7 

事業数比率 100 % 19.6 % 47.8 % 25.0 % 7.6 % 

2020 年 5 月 
政策企画課
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評価基準 
A：事業計画を上回っている B：事業計画を十分に実施している C：事業計画を十分には実施していない D：事業計画を実施していない 

Ⅰ．教育力の向上 
１．１ 学生確保 
①．１．１ 学生の受入れ 
（方針）高大接続改革を踏まえてアドミッション・ポリシーを基軸とした広報事業展開により学生ニーズと本学の受入れ方針にマッ

チした学生を募集する。一人一人に合わせた学生募集へと転換する。 
   ◇ アドミッション・ポリシー(AP)：入学者受入れの方針   ◇ カリキュラム・ポリシー(CP)：教育課程編成・実施の方針 
   ◇ ディプロマ・ポリシー(DP)：卒業認定・単位授与の方針 
1.1.1.1 教育目的を踏まえたアドミッション・ポリシーの策定と周知 (基準２－１－①) 

2019 年度 実施計画 2019 年度 実行計画 2019 年度 事業報告 評価 
・工学部・大学院において、高大接続改

革や社会のニーズに沿った明確な AP
になっているか、教育理念・CP・DP
を踏まえ一貫したものとして策定さ

れているか点検・評価を行う。 
・広報における情報発信を明確かつ積

極的に行い、AP の周知を行う。 

・現行の AP の点検・評価を行い、問

題点があれば改善する。また、AP の

周知方法についても検証し、効果的

な周知方法を検討し、広報に展開す

る。  
  
  
 
 
 
 
・入試改革内容における入学者の学力

の 3 要素の評価について点検・評価

を行う。また、具体的な入学者選抜

方法を明示する。 

・2040 年高等教育のグランドデザインや

研究ブランディング事業に伴う大学広

報、入試改革の 3 つの動向から現行の

AP の見直しの必要性が生じており、本

学の2021ビジョンや筑後地域における

理工系大学としての役割に即しながら

「地域連携」「グローバル」をキーワー

ドとする AP の改訂案を作成し、教育理

念・CP・DP を踏まえ、学力の 3 要素も

考慮しながら AP の改訂を行った。 
 
・入学者選抜方法についても高大接続改

革を踏まえ、受験生にあった募集を行

うための大幅な改善を行った。 

B 

達

成

目

標 

・現行の AP の点検・評価を行い、

必要に応じて改善する。 
・入学者に求める学習成果（学力の

3 要素）を明確化しているか点

検・評価を行い、必要に応じて改

善する。 
・具体的な入学者選抜方法を明示

しているか点検・評価を行い、必

要に応じて改善する。 
1.1.1.2 アドミッション・ポリシーに沿った入学者受入れの実施とその検証 (基準２－１－②) 

2019 年度 実施計画 2019 年度 実行計画 2019 年度 事業報告 評価 
・各種入試制度において AP に沿った適

正な入学者を受入れる。 
・入学者受入れの検証を行う。 
  

・各種入試制度において、AP に沿っ

た適正な入学者選抜が実施できて

いるかを検証する。 
 
 
 
 
 
 
 
・入試問題の作成は大学自らが行う。 

・2019 年度入学者のアンケートに AP の

周知度を測る項目を導入し、入試区分

ごとの AP の浸透率を分析した結果、一

般・センター区分での周知が不十分で

あった。そのため、2020 年度入試より

同区分に志望理由書の提出を義務付け

ることで、AP の周知方法の強化を図っ

た。併設校からの受験者については、高

大連携授業において AP の説明を行う

等の対策を開始した。 
・入試問題の作成は大学自らが行ってい

る。 

A 
達

成

目

標 

・2019 年度入学者受入れの検証を

行う。 
・入試問題の作成は大学自らが行

う。 

1.1.1.3 入学定員に沿った適切な学生受け入れ数の維持 (基準２－１－③) 
2019 年度 実施計画 2019 年度 実行計画 2019 年度 事業報告 評価 

・各種入試制度において適正な選抜を

実施し、入学者数の適正化を図る。 
・収容定員充足率が低い学科の改善方

針を明確にする。 
・編入学生受入れの適正化を図る。 

・各種入試制度において適正な選抜を

実施し、入学者数の適正化を図る。 
 
 
・収容定員充足率が低い学科の改善方

針を明確にする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・編入学生受け入れ定員について検証

する。  

・2019 年度より入学定員を現行の 290 名

から 30 名増員した 320 名とした。各種

入試制度において適正な選抜を実施

し、入学者数の適正化に努めている。 
・交通機械工学科の定員確保に向けた改

善方針が示された。先端交通（自動運

転）分野と、航空宇宙領域の PR を強化

することから、2021 年度より「先端交

通・航空宇宙コース」を「航空宇宙シス

テム工学コース」に、「自動車コース」

を「モビリティデザイン工学コース」に

変更し、新たなモビリティ社会に対応

した教育研究体制を確立する。また、各

学科の改善方針をステークホルダー調

査に基づき、改善策を示した。 
・編入学生受け入れ定員は変更しないこ

ととした。  

B 
達

成

目

標 

・入学者数を確保する。 
・入学者数が少ない学科の改善方

針を明確にする。 
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1.1.1.4 広報事業の充実 
2019 年度 実施計画 2019 年度 実行計画 2019 年度 事業報告 評価 

・従来の広報手段とともに、ターゲット

を深堀して広報する手法を検討する。 
・大学院進学の広報を検討する。 
  

・現在の広報手段を費用と共にリスト

アップし、見える化を図り、費用対

効果を基に、取捨選択を検討する。 
 
 
 
 
・マーケティング企業の提案を基に、

本学のターゲット層を定める。ま

た、ターゲット層の仮説を設け、そ

れに応じた広報活動について検討

する。 
 
 
 
・大学院広報については、大学院研究

科運営委員会において検討する。  

・従来は経験に基づく広報が中心であっ

たが、進研アドと連携しながら広報戦

略会議を開始した。データに基づくKPI
の設定等を行うとともに、重要な施策

の一つとして、8 月から 9 月にかけてス

テークホルダーである高校生へのアン

ケート調査を実施した。 
・ステークホルダー調査結果に基づき、本

学がターゲットする高校生像を定め、

「福岡一小さな工業大学だからこそ解

決できることがある」というコンセプ

トのもと、工学技術で地域に貢献する

大学、学生が成長を実感する大学へと

ミッションを明確にし、教育・研究・社

会貢献に横串を通した。 
・大学院ホームページをリニューアルし

た。大学院進学の広報については、次年

度から開始することとした。  

A 
達

成

目

標 

・広報手段の費用対効果を検証す

る。 
・マーケティング企業の協力のも

と、高校生、保護者、高校教員に

ついてのターゲティングを行

う。 
・ターゲットの仮説を形成し、可能

であればターゲットに応じた広

報活動を開始する。 
・大学院の広報事業を検討する。 

1.1.1.5 教職協働による募集活動 
2019 年度 実施計画 2019 年度 実行計画 2019 年度 事業報告 評価 

・職域に対応した募集活動を行う。特に

教員は特色ある研究・教育活動などの

専門性を通した募集活動を行い、学科

の魅力を発信する。事務職員はそれを

支援する。 
・広報委員会における意思決定に入試

課・政策企画課等の職員が積極的に参

加し、教職協働により企画立案を行

う。 
・入試課と各学科広報委員が学科の説

明について定期的に情報交換を行う。 

・職域に対応した募集活動について、

広報委員会で検討する。 
 
 
・広報委員会のメンバーにアドミッシ

ョン・オフィサーや職員を参画させ

る。 
 
 
 
・入試課と各学科の広報委員との情報

交換を行う。 
 
・入試改革の検討結果について、教授

会等で詳細を報告し、周知徹底を図

る。 
 
・入試課主導のもと、「高校生向けの」

教員一人一人の特色ある研究や教

育活動について、Google ドライブを

用いて情報の収集を開始する。 

・教職員一人一人が広告塔として情報発

信に携わる体制の構築は、未だ手付か

ずである。 
 
・広報委員会では、入試課職員やアドミッ

ション・オフィサーが参画し意見交換

を行っているが、政策企画課職員の参

加も含む規程の改正には至っていな

い。 
 
・高校訪問担当教員との情報交換会を実

施した。 
 
・入試改革の内容についてはまだ詳細が

決まっていないため、周知徹底の段階

まで至っていない。 
 
・当初の目標設定と異なるが、広報ブラン

ディングの FD/SD 研修会を 2回実施し

た。これにより全学的な情報発信の方

法の統一化を図った。新入試制度につ

いては、3 月末に詳細が決まるため、周

知徹底まで至っていない。 

C 

達

成

目

標 

・2021 年度以降の入試制度につい

て学内への周知徹底を行い、教職

員の理解度を検証する。 
・入試課と広報委員の情報交換を

行う。 
・教員一人一人の特色ある研究・教

育活動をWeb等で情報発信する

ためのデータ収集を行う。 

1.1.1.6 久工大サポート校開拓 [AP32(02)] 
2019 年度 実施計画 2019 年度 実行計画 2019 年度 事業報告 評価 

・過去の志願・入学状況を踏まえ、重点

校とそれ以外の高校に分けて、効率的

な高校訪問や連携を検討する。 
・新しい入試制度について情報交換を

行う。 

・過去の入試状況を踏まえ、重点校の

リストアップを行う。 
 
 
 
・進学アドバイザー（高校訪問担当者）

と意見交換を行い、効率的な高校訪

問の検討および実施を図っていく。 
 
・新しい入試制度の周知を図ってい

く。 

・入試課において、重点校のリストアップ

を行い、重点校の校内ガイダンスへの

参加や重点校からの大学訪問について

は、積極的に行った。 
 
・今後、進学アドバイザーと意見交換を行

い、効率的な高校訪問および高校との

連携に向けて調整を図っていく。 
 
・新しい入試制度については、現段階では

「2021 年度入学者選抜の基本方針等の

予告」という形でホームページ上にて周

知を図っている。 

C 
達

成

目

標 

・重点校をリストアップする。 
・重点校へのサポート方法、連携内

容について検討する。 
・入試改革の内容についての説明

を行う。 
・大学院の広報事業を検討する。 
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①．１．２ 退学者の防止 
（方針）学生支援の質の向上を図り、退学者を減らす。 

1.1.2.1 ＩＣＴを利活用した退学の予兆の検出 [AP32(01)] 
2019 年度 実施計画 2019 年度 実行計画 2019 年度 事業報告 評価 

・退学予兆を検出するために必要な学

生データについて IR・教務課・学生

課を中心に検討する。 
・既存の退学者データを一元化し、予兆

検出および学生指導のための仕組み

や全教職員が利用できるシステムを

検討する。 

・退学予兆を検出するために必要な学

生の取得可能なデジタルデータに

ついて、各課よりヒアリング形式で

情報を収集する。 
 
 
・オンラインチャットボットの試作を

情報ネットワーク工学科に依頼す

る。 
 
 
・学生課にオンライン窓口（メール or
フォーム）の開設を依頼する。 

 
・退学予兆の検出および学生指導のた

めの仕組みや全教職員が利用でき

るシステムを検討する。 

・システムについては DWH 等の予算が

認められなかったため、データ蓄積の

方法については検討が進められない。

データの一元化については、IR にロー

データが集まっている。 
 
・情報ネットワーク工学科の卒業研究と

してチャットボットの研究を 2 つ完了

した。Web サーバーへの実装を 2020 年

に予定している。 
 
・オンライン窓口は、まだ開設されていな

い。 
 
・次期システムについては、次年度以降に

別途委員会で検討することとした。 
 

C 

達

成

目

標 

・データマイニングのための新規

学生データ項目を検討する。 
・既存データのデジタル化と一元

化を図る。 
・オンライン窓口を設置する。 
・オンラインチャットボットを検

討する。 
・教務課・学生課の職員が利用でき

る本学に最適なシステムを検討

する。 
1.1.2.2 教職協働による学生指導 

2019 年度 実施計画 2019 年度 実行計画 2019 年度 事業報告 評価 
・教員および事務職員が学生に深くコ

ミットし、教職協働で学生をケアする

体制を確立する。 
・カウンセラーと教職員の連携を強化

し、情報交換を行う。 
・全教職員が、それぞれ保有の学生デー

タを共有し、学生の抱える問題点等を

複合的に把握するシステムを検討す

る。 

・教職員一人一人が、学生に対してど

のように関わるのか、具体的なコミ

ットメントを最低一つ設け、見える

化を図る。 
・カウンセラーと教職員の情報共有の

在り方について協議開始する。 
・教育改革推進委員会に、教職員が持

つ学生データを共有し学生が抱え

る問題点を複合的に把握するシス

テムについて検討依頼する。 
・入試、教務、学生、就職、会計各課

および各学科が、それぞれ保有する

学生データを共有し、学生の抱える

問題点等を早期に分析、活用する。 
・事務局に各学科の担当職員の兼務に

ついて検討を依頼する。 
・収集データの種類を分析し、具体的

にどのように活用できるのかを、各

課・各学科から持ち寄りシステムの

全体像を議論する。 

・コミットメントの方法や体制の整備に

ついては着手できていない。 
 
 
・現在どのようなデータが収集されてい

るか把握できていない。 
・教育改革推進委員会では、データ共有シ

ステムの検討は行われていない。 
 
 
・各課からのリアルタイムでの学生デー

タ収集の仕組みについては議論されて

いない。 
 
・各学科の担当職員については、検討が進

んでいない。 
・基幹教育センター及び初年次の物理の

データをもとに解析中である。 
 

D 

達

成

目

標 

・各学科の担当職員の配置を検討

し教職協働の体制を図る。 
・カウンセラーと学科長、各学科の

担当職員が定期的に可能な範囲

で情報交換を行う。 
・収集データの種類を分析し、具体

的にどのように活用できるのか

を、各課・学科から持ち寄りシス

テムの全体像を議論する。 

1.1.2.3 入学前教育による基礎学力の向上 [AP32(05)] 
2019 年度 実施計画 2019 年度 実行計画 2019 年度 事業報告 評価 

・入学予定者全員に対して、e ラーニン

グにより数学及び物理学の入学前教

育を実施する。そして、この結果を分

析することにより入学後の基礎教育

の効率化を図る。 
・教育創造工学科と情報システム工学

科等の教員からのサポート体制を構

築する。 

・入学予定者全員に対して，e ラーニ

ングにより数学及び物理学の入学

前教育を実施した。この結果を分析

することにより入学後の基礎教育

の効率化を図るとともに、その結果

を各授業に反映させる。 
 
・分析結果を基に、次年度の実施計画

を作成する。 

・e ラーニングの結果に加え，クラス分け

テスト，初年次の物理学授業で行った学

習到達度調査の結果の相関等を現在分

析中である。 
 
 
 
・学力に関する各種調査を行った結果、学

修能力と入学者選抜方法との間に強い

相関がみられた。また、本学にはリーデ

ィングスキルに課題がある学生が多く

在籍していることが教育改革推進委員

会で報告された。次年度は、リーディン

グスキルの向上を目指した調査等を実

施することとした。  

B 

達

成

目

標 

・全入学予定者を対象として入学

前教育を実施し、その結果を各

授業に反映させる。 
・結果を教授会等で公表する。 
・分析や教育支援スタッフの強化

を行う。 
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①．１．３ 奨学金事業の推進 

（方針）教育の機会均等および人材育成の観点から、本学を卒業して社会に貢献できる人物に対して経済的支援を行う。 

1.1.3.1 奨学金制度の見直しによる選択と集中 
2019 年度 実施計画 2019 年度 実行計画 2019 年度 事業報告 評価 

・奨学金対象者の学力・課外活動の追跡

調査を行い、現行の奨学金制度の見直

しを行う。 
・高等教育無償化と本学の状況を踏ま

えた奨学金制度を検討する。 
・奨学金制度ごとに奨学生に期待した

い目標を検討する。 

・高等教育無償化への申請を行い、認

定を受ける。 
 
 
・入試課と学生課において、奨学金対

象者の GPA および課外活動の追跡

調査を行い、効果を検証する。検証

結果に基づき、スカラーシップ委員

会において現行の奨学金制度の見

直しを検討する。 
 
・各学科に各奨学金制度における受給

者に期待する活動目標について検

討を依頼する。 
 

・高等教育無償化への申請を行い、「高等

教育の修学支援新制度」の対象機関と

して認定された。 
 
・次年度から開始される高等教育無償化

制度に伴い、本学独自の奨学金制度の

見直しを図った 
 
 
 
 
・奨学生に対するミッション・活動目標に

ついては、次年度以降に検討すること

とした。 
 

C 

達

成

目

標 

・高等教育無償化への申請を行い、

認定を受ける。 
・高等教育無償化制度に伴い、奨学

金制度の見直しを行う。 
・入試課と学生課が奨学金対象者

の追跡調査を行い、効果を検証

する。 
・各学科が各奨学金に対する学生

の活動目標・GPA を検討する。 

1.1.3.2 教育の質の保証につながる奨学金の創設 
2019 年度 実施計画 2019 年度 実行計画 2019 年度 事業報告 評価 

・専門的人材養成や職業資格につなが

る国家資格・検定試験について各学科

が推奨し、それらの資格取得奨励奨学

金について検討する。 

・各学科が推奨する各種資格・検定試

験をⅠ種（極めて高度な資格または

採用試験現役合格等難易度の高い

もの）、Ⅱ種及びⅢ種（一般に社会

的評価の得られるもの）に段階で分

け、それらの資格取得奨励奨学金に

ついて検討する。 

・学生厚生委員会において、各学科が推奨

する各種資格・検定試験をⅠ種、Ⅱ種及

びⅢ種に段階で分けることを検討中で

ある。次年度以降も引き続き検討するこ

ととなった。 
 

D 
達

成

目

標 

・大学が指定した各種資格・検定試

験をⅠ種（極めて高度な資格ま

たは採用試験現役合格等難易度

の高いもの）、Ⅱ種及びⅢ種（一

般に社会的評価の得られるも

の）に段階で分け、受検料補填と

は別の奨励奨学金を検討する。 

①．１．４ 学生ビッグデータの活用促進 

（方針）ICT を利活用した教育力の可視化および学生の確保を目指す。また、ビッグデータ解析から得られた知見を基に多様な個性

に応じた「One to One コミュニケーション」による教育支援および広報を行う。 

1.1.4.1 データマネジメントの検討 [AP32(01)] 
2019 年度 実施計画 2019 年度 実行計画 2019 年度 事業報告 評価 

・学生ビッグデータを活用するための

ICT 基盤を構築し、データ管理（デー

タマネジメント）体制を整備する。 
・第一段階として、データを印刷物保存

から電子データ保存（デジタル化）し

て一元化を図り、教育力の可視化と学

生の確保を目指す。 

・学生ビックデータ収集・活用のため

のプランニングを行う。 
 
 
 
・データ収集・活用の方法を検討し、

本学に最適なシステムを決定する。 

・基幹教育センターと初年次物理授業で

各種学修調査を行った。現在分析中で

あり、分析結果を踏まえプランニング

を行う。 
 
・基幹教育センターを中心に、物理・数学

の学修に関する各種調査を行い、本学

の学生の学修傾向が明らかになってき

た。これらデータと各課が保有する学

生個人データを IR推進センターで集約

する方向で試行している。ただ、具体的

にどのような形でデータベース化する

かは、検討中である。 
 

C 

達

成

目

標 

・既存データの 70%をデジタル化

し、一元化を図る。 
・データを既存の学務システムな

どから抽出し、高速検索できる

保管方法で蓄積するシステム

（DWH、データウェアハウス)
を構築する。 

・データマイニング（データ探索）

環境の整備を開始する。 
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１．２ 教育内容の充実 
①．２．１ 教育課程及び教授方法 
（方針）「工学系教育改革制度設計等に関する懇談会取りまとめ」（平成 30 年 3 月）にて示された「学部段階における工学基礎教

育の強化」の方向性を踏まえ、今後必要とされる工学基礎教育の内容について情報収集を行い、カリキュラムの検討を進める。教

育（学修）の質保証に取り組む中で、カリキュラム・ポリシーの妥当性や、ディプロマ・ポリシーとの一貫性を検証し、PDCA サ

イクルを通して、教育課程や教授方法の改善を進める。 

1.2.1.1 カリキュラム・ポリシーの策定と周知 (基準３－２－①) 
2019 年度 実施計画 2019 年度 実行計画 2019 年度 事業報告 評価 

・大学全体、学部レベル、各学科・専攻レ

ベルのカリキュラム・ポリシー（CP）
のより徹底した周知の方法を検討す

る。また、CP とディプロマ・ポリシー

（DP）との一貫性の検証等を通して、

CP の修正・変更の必要性について検討

する。 

・教育改革推進委員会において、CP
の周知方法について検証し、効果的

な周知方法を検討する。 
 
 
 
 
 
 
 
・CP とディプロマ・ポリシー（DP）

との一貫性の検証等を通して、CP
の点検・評価を行い、CP の修正・

変更の必要性について検討する。 
 

・昨年度認証評価を受審した大学の自己

点検評価報告書、ポリシー見直しに関

する他大学の取り組み等を調査し、本

学のポリシーの周知方法の妥当性およ

び課題について比較検討した結果、周

知方法については現状で概ね問題がな

いことが確認できた。また、CP の評価・

見直しに関しては、情報が少なく、調査

を継続することとした。 
 
・2 月の教育改革推進委員会において、教

学マネジメント点検・評価項目チェッ

クシートについて報告・審議した。今

後、CP と DP の一貫性を検証していく

こととした。 
 

C 

達

成

目

標 

・CP のより効果的な周知方法につ

いて検討し、必要な改善を行う。 
・CP と DP の一貫性の検証等から

CP の修正・変更の必要性をエビデ

ンスに基づき検証する。 
・CP の周知に関する数値目標や CP
の周知に付随する学生への情報発

信・履修指導のあり方等について

も検討する。 

1.2.1.2 カリキュラム・ポリシーとディプロマ・ポリシーとの一貫性 (基準３―２―②) 
2019 年度 実施計画 2019 年度 実行計画 2019 年度 事業報告 評価 

・教育改革推進委員会を起点とした、各

種アセスメント等のエビデンスに基づ

く PDCA サイクルを通して、CP と DP
との一貫性について検証する。 

・学修成果到達度（ルーブリック）調

査、各学科で試行した卒業研究のル

ーブリック調査の分析結果を検証

する。その分析結果から CP と DP
の一貫性を検証し、課題を抽出す

る。 

・学修成果到達度（ルーブリック）調査、

各学科で試行した卒業研究のルーブリ

ック調査の分析結果について、教育改

革推進委員会にて報告、審議し、今後の

教育改善に活用して頂くよう依頼し

た。本年度卒業生について、上記の調査

を後期に実施した。また、中教審が示し

た教学マネジメント指針に照らして、

３つのポリシーに関してチェックすべ

きポイントを整理し、教育改革推進委

員会にて報告し、各学科、各専攻にも検

討を依頼した。 

B 
達

成

目

標 

・教育改革推進委員会を起点とし

た、各種アセスメント等のエビデ

ンスに基づくPDCAサイクルを通

して、CP と DP との一貫性につい

て検証し、その改善を図る。 
・その検証に必要なアセスメントを

整備する。 

1.2.1.3 カリキュラム・ポリシーに沿った教育課程の体系的編成 (基準３－２－③) 
2019 年度 実施計画 2019 年度 実行計画 2019 年度 事業報告 評価 

・教育改革推進委員会を起点とした、各

種アセスメント等のエビデンスに基づ

く PDCA サイクルを通して、教育課程

の体系が、CP と整合したものとなって

いるか検証する。 
・ポリシーに基づき、グローバルな視点

で他者 (他学科教員及び学生)と協働

し、課題解決ができる力を修得するた

めにアクティブ・ラーニングを取入れ

た教育プログラムの展開を検討する。 

・次年度に向けて新たにシラバスの記

載内容に含む必要のある事項につい

て調査する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
・CP に沿った教育課程となっている

かについて検証し、必要な修正・変

更を検討する。 
 

・CP にあるアクティブ・ラーニング等の

教育方法を用いた教育課程の編成のた

め、以下の取り組みを実施した。 
①アクティブ・ラーニングや PC、e ラ

ーニングの活用等に取り組む授業科

目については、シラバスにそれを明

記するよう改善を図った。 
②全学共通教育科目「地域の現状と課

題」において、ディベートをベースに

した授業実施に向けた調査、準備を

行った。 
・シラバス作成およびシラバスチェック

において、DP との関連性をカリキュラ

ムマップにて定めた通りとなっている

か確認し、CP に沿った体系的な教育課

程の保証に取り組んだ。 

B 

達

成

目

標 

・検証の結果、その必要に応じて、

CP に沿った教育課程の体系とな

るよう修正・変更を行う。 

1.2.1.4 教養教育の実施（共通教育科） (基準３－２－④) 
2019 年度 実施計画 2019 年度 実行計画 2019 年度 事業報告 評価 
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・「学部段階における工学基礎教育の強

化」の方向性を踏まえ、今後必要とさ

れる工学基礎教育（コアカリキュラム）

の内容について情報収集を行う。 
・論理的思考力やその基礎となる言語表

現能力を育成する授業科目や TA/SA
等を活用した学修支援体制の構築の検

討を行う。 
・大学院のグローバル化教育を推進し、

研究者や技術者に必要な国際性を培う

ため「科学技術英語特論」を開講する。 
・大学院における修士論文作成に至るま

でのプロセスの指導・支援を行う科目

や、研究者や技術者に必要な倫理観を

養うことを目的とした共通科目群の検

討を行う。 
・留学生への日本語教育等新規の科目を

検討する。 

・大学における工学系教育のコアカリ

キュラムの策定状況について情報

収集を進め、新規に設置することが

必要となる可能性の高い教科内容

にについて検討を進める。 
 
・「地域の現状と課題」等アクティブ・

ラーングを主として用いる授業科

目をより効果的に実施していくた

め、TA/SA 制度を拡充し学習支援体

制の強化するための施策を検討す

る。 
・大学院のグローバル化教育を推奨

し、研究者や技術者に必要な国際性

を培うため「科学技術英語特論」を

開講する。 
・大学院生の修士論文作成に至るまで

のプロセスの指導・支援について

は、各専攻第１セメスターに設置し

ている「エネルギーシステム工学特

別セミナー」、「電子情報システム

工学特別セミナー」、「自動車シス

テム工学特別セミナー」において、

論文指導教員によって実施する。 
 
・2019 年度入学大学院生より、ポー

トフォリオを導入するため、それに

連動させた指導するよう研究科運

営委員会を通じて周知する。 
 
・倫理教育については、2019 年度よ

り大学院生に対して eAPRIN の提

供する e ラーニングを導入し、倫理

教育の充実を図る。 
・大学院において、情報科学技術や数

理・データサイエンスに関する講義

の開講について検討する。 
 
 
 
 
 
 
・次年度以降のカリキュラムの検討の

中で、必要となる「コアカリキュラ

ム」の内容についても合わせ検討す

る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
・「地域の現状と課題」等アクティブ・

ラーングを主として用いる授業科

目における SA の活用の促進を図

る。 
 

・政府の示した「AI 戦略 2019」にある高

等教育における AI 教育の強化という

方針に基づき、本学においてもそれへ

の対応を進めるべく、必要な教員の確

保、新規科目の開設に向けて必要な準

備を進めた。 
・TA/SA 制度の拡充を図るため、必要な

規程の改正を行った。 
 
 
 
 
・大学院の共通科目「科学技術英語特論」

を前期に開講した。講義は 3 専攻の教

員が 5 コマずつ交代で実施した。 
 
・大学院生の修士論文作成に至るまでの

プロセスの指導・支援については、各専

攻第１セメスターに設置している「エ

ネルギーシステム工学特別セミナー」、

「電子情報システム工学特別セミナ

ー」、「自動車システム工学特別セミナ

ー」において、論文指導教員によって実

施した。 
 
・2019 年度入学大学院生より、ポートフ

ォリオを導入した。また、それに連動さ

せた指導するよう研究科運営委員会を

通じて周知した。 
 
・倫理教育については、2019 年度より大

学院生に対して eAPRIN の提供する e
ラーニングを導入した。 

 
・大学院において、大学院特別講義（集中

講義）の形で 8 月末に「AI とビッグデ

ータの解析」と題して佐賀大学の新井

教授の講義を実施し、数理・データサイ

エンスに関する講義を行った。今後、特

別講義の形で数理・データサイエンス・

AI 関連の講義を開講しつつ、常時開講

が可能かを継続検討することとした。 
 
・「工学系教育改革制度設計等に関する懇

談会 取りまとめ」において示された

「モデルコアカリキュラム」にて工学

部全体の必修科目として導入すること

が望ましいとされた「数理・データサイ

エンス（確率・統計を含む）」について、

その後の内閣府が示した「AI 戦略

2019」での教育改革に関する議論を踏

まえ，本学でも検討を重ね、2020 年度

入学生より「AI 概論」「AI 活用演習」

を全学共通科目として開設することを

決定した。 
・ディベート等アクティブ・ラーニングを

主として用いた「地域の現状と課題」を

３年次必修科目として実施した。また、

同科目の実施により受講した学生がど

のような学修成果の実感を得ることが

できたのかを調査したところ、「論理的

思考力」「コミュニケーション力」「地

域の現状と課題の理解」についてそれ

ぞれ能力や理解が深まったとの回答が

得られた。 

A 

達

成

目

標 

・本学として取り組むべき工学基礎

教育の内容を明確化し、授業科目

の充実および言語表現能力育成

の学修支援体制構築に向けた指

針を定める。 
・大学院においては、情報科学技術

や数理・データサイエンスの検

討、科学技術英語特論」を開講実

施する。 
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1.2.1.5 教授方法の工夫・開発と効果的な実施 (基準３－２－⑤) 
2019 年度 実施計画 2019 年度 実行計画 2019 年度 事業報告 評価 

・ティーチングポートフォリオの作成を

通して、「教育改善の努力・工夫」に取

り組む。 
・アクティブ・ラーニングの推進のため

に必要な施策（アクティブ・ラーニン

グ教室等学習環境の整備や外部講師を

招聘しての研修会の実施などが考えら

れる）の検討を行う。 
・アクティブ・ラーニングの手法として、

仲間になった者同士で教え合い、協議

する形態のピアインストラクション方

式を取り入れた授業科目の実施を検討

する。 
・必携 PC の進展に伴い、e ラーニング等

PC を活用した教授方法や主体的学習

支援の推進のための必要な施策を検討

する。 
・学部、大学院の両者で FD 活動や授業

評価アンケートを実施し、その検証を

通して、教授方法の工夫・開発と効果

的な実施を促進する。 

・導入したティーチングポートフォリ

オについてその課題を検証する。 
 
 
 
 
・e ラーニングの活用促進のための

FD 研修会等の施策を検討し、実施

する。 
 
 
 
 
・FD 委員会において、FD 研修の内

容を精査し、本年度の計画を立て

る。また、授業評価アンケートの実

施内容、時期等について検討する。 
 
 
 
 
・工学部、大学院で授業評価アンケー

トを実施し、授業評価アンケートの

フィードバック及びFD研修の内容

を検証する。 
 
 
・新任教員のティーチングポートフォ

リオ作成支援を行うとともに、既存

のティーチングポートフォリオの見

直しの周期等に関し、検討を進める。 
 

・ティーチングポートフォリ（TP）の課

題について、FD 委員会にて検討し、TP
を年報に掲載し、公表すること、TP 見

直し周期を原則２年とすること等を決

定し、改善を図った。 
 
・アクティブ・ラーニング、e ラーニング

等のより一層の推進方策について FD
委員会にて検討し、それぞれについて

FD 研修会にて実践事例報告会を開催

し、各取り組みについて学内での周知

と情報共有を図ることとした。 
 
・本年度の FD 研修会の計画については、

FD 委員会にて検討し、決定した。また、

授業評価アンケートの実施内容、時期

等を FD 委員会にて検討し、その結果

に基づき授業改善を促す取り組みにつ

いても検討し、その枠組みについて整

備を行っている。 
 
・工学部、大学院で授業評価アンケートを

実施した。また、前期および後期の授業

評価アンケートのフィードバックを基

に、次年度の FD 委員会、研修会で改

善の内容を発表・検証することとした。 
 
・2 月に新任教員のティーチングポート

フォリオ作成支援のための FDを実施し

た。 

A 

達

成

目

標 

・ティーチングポートフォリオを活

用した「教育改善の努力・工夫」

を行う。 
・アクティブ・ラーニング推進施策

を策定する。 
・必携PC活用推進施策を策定する。 
・教授法としてピアインストラクシ

ョン方式の運用を検討する。 
・初年次教育の内容を見直し、大学

での学び方を学修する課題を企

画・導入、学生の学び方を「知識の

暗記」から「知識の活用」に転換を

図る。（例、ICT を利用し、報告

書・レポートなど論理的文章の書

き方、プレゼン、議論の仕方などの

学修を導入） 
・大学院の FD 研修の実施と定着化

を図る。 
1.2.1.6 看板となる全学共通科目の開発 [AP32(06)] 

2019 年度 実施計画 2019 年度 実行計画 2019 年度 事業報告 評価 
・「2040 年に向けた高等教育のグランド

デザイン（答申(案)）」の「2040 年に

必要とされる人材と高等教育の目指す

べき姿」の中で示された「時代の変化

に合わせて積極的に社会を支え、論理

的思考力を持って 社会を改善してい

く資質を有する人材」の養成を目指し、

共通教育科目「地域の現状と課題」の

ディベートを取り入れた、論理的な思

考・対話に基づく主体的な学修を伴う

科目として実施し、学修成果を検証す

る方法についても検討する。 

・共通教育科目「地域の現状と課題」

を開講する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・「ものづくり実践プロジェクト」の

実績をエビデンスとして残し、PR
する枠組みについて検討する。 

 

・ディベート等アクティブ・ラーニングを

主として用いた「地域の現状と課題」を

３年次必修科目として実施した。また，

同科目の実施により受講した学生がど

のような学修成果の実感を得ることが

できたのかを調査したところ、「論理的

思考力」「コミュニケーション力」「地

域の現状と課題の理解」についてそれ

ぞれ能力や理解が深まったとの回答が

得られた。 
 
・教務委員会にて検討し、各学科からもの

づくり実践プロジェクトに関する優れ

たテーマを１つ推薦してテーマを取材

し、広報 PR 用として活用した。 

A 

達

成

目

標 

・共通教育科目「地域の現状と課」

のディベートを取り入れた、論理

的な思考・対話に基づく主体的な

学修を伴う科目として実施し、そ

の学修成果を検証する方法(アセ

スメント等)を立案する。 
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1.2.1.7 カリキュラムの抜本的見直しと構造化 [AP32(04)] 
2019 年度 実施計画 2019 年度 実行計画 2019 年度 事業報告 評価 

・授業科目のナンバリングについて、他

大学と連携しながら取り組んでいくこ

とが可能か検討する。また、その際、

コアカリキュラムの進捗を考慮しなが

ら、カリキュラムの見直しを行う。 
・カリキュラム編成のための専門的知識

等を有する専任職員の継続的な研修等

を通じた能力・資質の開発・向上につ

いて検討する。 

・授業科目のナンバリングについて

は、他大学の情報をヒアリングし本

学に適した方式を決定する。そのた

め、教務委員会で検討しながら授業

の難易度・性格、位置づけ、履修順

を明確にするシステムを確立する。 
 
 
・カリキュラム編成のための専任職

員の能力・資質の開発・向上を図

るため、カリキュラム設計担当者

養成の研修（初級編）に教務課課

員が参加する。 

・授業科目のナンバリングについて、他大

学の活用情報を検証した結果、留学や他

大学との単位互換の実績が少ない本学

学生には現段階では不必要と判断した。

他大学の状況についての調査について

は継続し、次の学務システム更新に合わ

せて導入するか再度検討を行う。 
 
・カリキュラム設計担当者養成の研修（初

級編）に教務課職員 2 名が受講した。 
 

C 

達

成

目

標 

・他大学と共同して、授業科目のナ

ンバリングに関し、その原案を作

成する。カリキュラム編成のため

の専門的知識を深める施策を立案

する。 

1.2.1.8 ブランディング強化・情報発信(教育)  [AP32(19)] 
2019 年度 実施計画 2019 年度 実行計画 2019 年度 事業報告 評価 

・共通教育科目「地域の現状と課題」を

軸に、2040 年に必要とされる人材育

成に向けた本学の取り組みを情報発信

していく方策を検討する。 
 

・共通教育科目「地域の現状と課題」

の実施に向けた具体的な準備を進

める。 
 
 
 
 
 
 
・「ものづくり実践プロジェクト」の

実績をエビデンスとして残し、PR
する枠組みについて検討する。 

 

・ディベート等アクティブ・ラーニングを

主として用いた「地域の現状と課題」を

３年次必修科目として実施した。同科

目の最後のディベート発表会を地域で

活躍されている方々をお招きし、開催

した。また同科目の取り組みついて教

育研究推進外部評価委員会にて報告

し、好意的なコメントを頂いた。 
 
・「ものづくり実践プロジェクト」の実績

をエビデンスとして残し、PR する枠組

みについて教務委員会にて検討し、各

学科から１テーマを PR する取り組み

として推薦することを決定した。 

A 
達

成

目

標 

・「地域の現状と課題」を軸に、2040 
年に必要とされる人材育成に向

けた本学の取り組みを情報発信

する方法を立案する。 

① ．２．２ 学部教育組織の再編・大学院教育組織の再編の本格的検討 
（方針）「大学における工業系教育の在り方について」等により示された方向性について、今後、本学の学部・大学院教育について

検討を行う。 

1.2.2.1 学士プログラムの抜本的見直しと検討 
2019 年度 実施計画 2019 年度 実行計画 2019 年度 事業報告 評価 

・「工学系教育改革制度設計等に関する

懇談会取りまとめ」において示された

下記 3 つの方向性に基づき、本学に必

要な学士プログラムの見直しについて

検討する。 
1）学科・専攻定員設定の柔軟化と学  
位プログラムの積極的な導入 
2）学部段階における工学基礎教育の強

化（最低限の基準設定） 
3）学部・大学院連携教育プログラムの

構築 

・将来に向けて、1）学科・専攻定員設

定の柔軟化と学位プログラムの積

極的な導入、2）学部段階における工

学基礎教育の強化（最低限の基準設

定）、3）学部・大学院連携教育プロ

グラムの構築についてその必要性

を含め検討を進め、必要だと結論が

出された事項について具体的な施

策化に向けた調査等を実施する。 
 

・現段階の調査では、地方私立単科大学に

おける定員設定の柔軟化等の導入に関

する情報が少なく、本学における検討・

議論のベースとなる情報収集をさらに

進めていく必要がある。また、三菱総研

からの情報によると、小規模大学におい

ては複数学科をまとめて学部全体で学

生募集を行うことが必ずしもプラスに

働くとは限らないとの指摘もあり、また

他大学の状況や本学の現状から、例えば

金沢工業大学のサブメジャー制度のよ

うな学科間を横断する教育課程やカリ

キュラムの検討をすすめることが本学

では先決であると判断した。 

C 

達

成

目

標 

・学部段階における工学基礎教育の

強化（最低限の基準設定）を中心

に、コアカリキュラムに基づいた

基礎教育を行う指針を定める。 

1.2.2.2 大学院プログラムの抜本的見直し [AP32(07)] 
2019 年度 実施計画 2019 年度 実行計画 2019 年度 事業報告 評価 
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・社会ニーズ及び収容定員充足の観点か

ら大学院プログラムを魅力ある教育内

容として見直すとともに、1 専攻化に

ついて検討する。 

・大学院定員確保のための対応および

M 丸合教員の充実を各専攻長に依

頼する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・１専攻化 WG の設置を大学院研究

科運営準備委員会に依頼し、1 専攻

化 WG にて、カリキュラムや問題点

を検討する。 

・大学院運営員会にて議論した結果、まず

は本学の M 丸合、D 丸合教員の把握を

進め、次年度の認証評価においてどの程

度のデータが出せるかの検討を進める

こととなった。上記の教員の中から可能

性のある教員をピックアップし、適合教

員を増やす施策を検討していくことと

した。また、2 月の大学院運営委員会に

おいて、修士研究指導教員（M 丸合）、

修士研究指導補助教員（M 合）、講義担

当教員（M 可）について、大学院担当教

員選考規程を修正することを審議し、了

承を得た。来年度中に教育研究業績の審

査委員会を設置し、実施することとし

た。 
 
・１専攻化については、修士課程の設置基

準を確実にしたのち検討を進めること

とした。 

C 
達

成

目

標 

・定員を確保する。 
・各専攻のプログラムの見直しを図

り、1 専攻化を検討する WG を設

置する。 
・各専攻で M 丸合教員の資格を満

たすよう働きかけを行う。 

1.2.2.3 学士・修士の６年一貫教育の検討 [AP32(22)] 
2019 年度 実施計画 2019 年度 実行計画 2019 年度 事業報告 評価 

・各学科に 6 年一貫教育を前提とした先

端コースのための教育プログラムにつ

いて、各学科、各専攻の置かれている状

況を勘案しながら検討する。 

・学科長会議に、各学科に 6 年一貫教

育を前提とした先端コース設置に

ついて検討を依頼する。各学科から

のフィードバックを基に、教務委員

会にて検討を行う。 

・先端コースのための教育プログラムに

ついては、モデルケースの提示からス

タートすべきであるが、まだそこまで

に至っていない。 
 D 

達

成

目

標 

・6 年一貫教育を前提とした先端コ

ースのための教育プログラムを検

討する。 

1.2.2.4 博士課程の設置についての検討 [AP32(07)] 
2019 年度 実施計画 2019 年度 実行計画 2019 年度 事業報告 評価 

・博士課程設置を見据え、大学院教員資

格基準の目安を周知徹底し、教員評価

を実施する。 
・大学院研究科運営委員会において、若

手の教員に対して研究活動支援策を検

討する。 

・教員評価に丸合基準を導入する。 
 
 
・丸合教員のフィードバックを専攻長

に行う。 
 
 
・大学院研究科運営委員会に若手教員

への研究活動支援策の検討を依頼

する。 

・教員評価に自己申告による丸合項目を

導入した。 
 
・博士課程の設置の前に、修士課程の見直

しと丸合教員の充実がそもそも必要で

ある。 
 
・2 月の大学院運営委員会において、修士

研究指導教員（M 丸合）、修士研究指

導補助教員（M 合）、講義担当教員（M
可）について、大学院担当教員選考規程

を改正することを審議し、了承を得た。

次年度中に教育研究業績の審査委員会

を設置し、実施することで、修士課程の

設置条件を確実にしたのち、博士課程

の設置について検討を進める。（現時点

では博士課程の設置は難しい。） 

D 

達

成

目

標 

・大学院も担当する新規教員採用

は、原則 D 丸合教員とする。 
・各専攻の教員が D 丸合資格を満た

すよう働きかけを行う。 

１．３ 教育の質保証 

①．３．１ 学修成果の点検・評価 

（方針）アセスメント・ポリシーに基づき教育内容の組織的な改善を進めるにあたり必要な学修成果の把握に努める。また、その分

析を通して教育内容・方法及び学習指導の課題を検証していく。検証結果を適切な形でフィードバックし、改善へとつなげていく

組織的な枠組みを整備する。  

1.3.1.1 三つのポリシーを踏まえた学修成果の点検・評価方法の確立とその運用 (基準３－３－①) 

2019 年度 実施計画 2019 年度 実行計画 2019 年度 事業報告 評価 
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・アセスメント・ポリシーに基づき、学

修の質保証のPCDAサイクルを確立す

る。 
・全学のアンケートを教育改革推進委員

会が統轄することで大学のガバナンス

を機能させる。 
・教育改革推進委員会の下に各種委員

会・各部署の活動を一元的に配置し、ア

セスメント業務の流れを明確にする。 

・大学院における学修成果に関するア

セスメント・ポリシーを策定する。 
 
・アセスメントを実施から結果の報告

までのプロセスについて明確化し、

ワークフロートして整理する。 

・大学院におけるアセスメント・ポリシー

を策定した。 
 
・ワークフロー化については、アセスメン

ト一覧に時期や担当部署等を明記し、

教育改革推進委員会等でアセスメント

結果について報告する際に、必ず確認

を行うことで、各担当部署の連携が確

実に取れるよう改善した。 
 A 

達

成

目

標 

・アセスメント・ポリシーの教職員

への浸透と学修の質保証の PCDA
サイクルの確立を図る。 

・全学のアンケートを教育改革推進

委員会が統轄する仕組みの確立

を図る。 
・アセスメント（アンケート）業務

の流れの見える化と各部署の分担

の明確化を図る。 

1.3.1.2 教育内容・方法及び学修指導等の改善へ向けての学修成果の点検・評価結果のフィードバック (基準３－３－②) 
2019 年度 実施計画 2019 年度 実行計画 2019 年度 事業報告 評価 

・アセスメント・ポリシーに基づき、教

育改革推進委員会を起点とした教育

（学修）の質保証の PDCA サイクルを

通して、学修成果の点検・評価の結果

を教育内容・方法及び学修指導の改善

にフィードバックする組織的な取り組

みを機能させる。 

・前年度の自己点検評価の結果や IR
推進センターを中心に前年度に実

施した各種アセスメントの結果分

析を進める。また、分析結果等を踏

まえ、改善方法を検討し、必要な施

策を講じる。 

・アセスメント・ポリシーに基づき、教育

改革推進委員会を PDCA の起点となる

統括的な責任組織として位置づけ、各

部署にてアセスメントを実施し、その

分析を IR 推進センターが中心的に担

い、教育改革推進委員会等においてそ

の結果を報告し、それに基づき教育改

善に向けた検討を行った。特に、アクテ

ィブ・ラーニングについては、現状の実

施状況や教室環境の問題点を確認した

上で、教室設備の改善を図るとともに、

今後 3 年を目途に何らかの形でアクテ

ィブ・ラーニングを取り入れている科

目の全開講科目に対する比率 80％を目

標として各学科で取り組むことを決定

した。 

B 

達

成

目

標 

・PDCA サイクルの機能性の確立

と、それに基づく、教育内容・方

法および学修指導等の改善を図

る。 

①．３．２ 単位認定、卒業認定、修了認定 

（方針）下記の取り組み等を通して、適切な単位認定、卒業認定、修了認定のさらなる厳正な運用を図る。 

・教育（学修）の質保証への取り組みを通して、ディプロマ・ポリシーに掲げる学修成果が保証されているかを検証する方法

を確立する。 

・ルーブリックを活用した卒業研究の評価や、その結果をディプロマサプリメントへ反映させる等の活用を検討していく。 

・GPA の活用方法について、調査、検討を進めていく。 

1.3.2.1 教育目的を踏まえたディプロマ・ポリシーの策定と周知 (基準３－１－①) 

2019 年度 実施計画 2019 年度 実行計画 2019 年度 事業報告 評価 
・教育目的を踏まえ、ディプロマ・ポリ

シーの内容および周知方法の妥当性

を、IR 情報を活用し、検証する。 

・教育目的を踏まえ、ディプロマ・ポ

リシー（DP）の内容および周知方法

の妥当性を、IR 情報を活用し、教育

改革推進委員会で検証する。 

・昨年度認証評価を受審した大学の自己

点検評価報告書、ポリシー見直しに関

する他大学の取り組み等を調査し、本

学のポリシーの周知方法の妥当性およ

び課題について比較検討した結果、周

知方法については現状で概ね問題がな

いことが確認できた。評価・見直しに関

しては、情報が少なく、調査を継続する

こととした。 

B 達

成

目

標 

・現状の周知度を検証し、改善方法

を検討する。 
・ディプロマ・ポリシーの妥当性検

証の方法を確立する。 

1.3.2.2 ディプロマ・ポリシーを踏まえた単位認定基準、進級基準、卒業認定基準、修了認定基準等の策定と周知 (基準３－１－②) 
2019 年度 実施計画 2019 年度 実行計画 2019 年度 事業報告 評価 

・本学が定める単位認定基準、進級基

準、卒業認定基準、修了認定基準等と

到達度について、IR 情報等で検証す

ると共に、周知度の向上を図る。 
 

・シラバスに、DP を踏まえた各授業

の到達目標や授業評価方法・基準を

明記されているが、それらに従い、

単位認定基準、進級基準、卒業認定

基準、修了認定基準厳正に行われて

・本学のポリシーの周知方法の妥当性お

よび課題について検討した結果、周知

方法については現状で概ね問題がない

ことが確認できた。 
B 
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 いるかも含めて IR情報で検証する。 
達

成

目

標 

・現行の DP や CP の繋がりを検

証・評価を行い、必要があれば改

善する。 

1.3.2.3 単位認定基準、進級基準、卒業認定基準、修了認定基準等の厳正な適用 (基準３－１－③) 
2019 年度 実施計画 2019 年度 実行計画 2019 年度 事業報告 評価 

・大学教育の質を担保し、授与される学

位の信頼性を高めるため、大学におけ

る学修成果の可視化を図るとともに、

単位認定基準、進級基準、卒業認定基

準、修了認定基準等が適正に運用さ

れ、厳格な成績評価・卒業認定を行な

われているか検討する。 

・卒業認定や修了認定は、学則で定め

る基準に従い、最終は教授会または

研究科委員会で審議し、学長が認定

している。 
 
 
 
 
 
・ルーブリック評価を用い、ディプロ

マ・ポリシーで求められている知

識・能力の卒業認定時における学生

ごとの評価などを行い、学修成果の

可視化に努める方針を確立する。 

・工学部においては、単位認定基準、進級

基準、及び卒業認定基準に基づき、進級

判定及び卒業判定を学科長会、教授会

で審議され学長が認定している。また、

大学院においては、修了認定基準に基

づき、大学院研究科運営委員会、大学院

研究科委員会で審議され学長が認定し

ている。 
 
・４年次の学修到達度ルーブリック評価

を行い、学修成果の可視化に努めた。 
 

A 

達

成

目

標 

・教育の質保証に取り組む中で、各

基準の厳正な適応を確認し、改善

に努める。 

１．４ 教員の教育力の強化 

①．４．１ 教員の配置・職能開発等 

（方針）学士課程では教育上の指導能力の評価、大学院課程では教育研究上の指導能力の評価が望まれる。教員が適切な能力を有し

ていることを確認するための点検・評価、確認をする体制と手続き、その能力開発の取り組みのため適切な FD 開催とともに、改

善へとつなげていくようにする人材育成が重要。  

1.4.1.1 教育目的及び教育課程に即した教員の採用・昇任等による教員の確保と配置 [AP32(17、28)] (基準４－２－①) 

2019 年度 実施計画 2019 年度 実行計画 2019 年度 事業報告 評価 
・設置基準に基づき現状の教員の配置

について今後予想される異動等も含

め検証する。 
・教員組織編制方針、教員の採用、昇任、

異動の方針などに関して検証し、必要

に応じ改定する。 
・FD 実施計画及びその実施体制・実施

状況について検証し、必要に応じ改定

する。 
・教員評価などの実施状況及び結果の活

用状況について検証し、必要に応じ改

定する。 
・教員の採用・昇任に当たり、教育上の

指導能力を適正に評価するための手

続きの一つとして、ティーチングポー

トフォリオ（TP）の活用を検討する。 
・教員の人材育成を目的とした教員評

価・年報等のデータに基づいた個人面

談を検討、実施する。 

・設置基準に基づき、現状の教員の配

置について今後予想される異動等

も含め検証する。 
 
・教員組織編制方針、教員の採用、昇

任、異動の方針などに関して検証

し、必要に応じ改定する。 
 
・FD 研修、授業評価アンケート、学

生・教職員教育改善部会等の昨年度

の実施状況を踏まえ実施計画を FD
委員会で検討する。また、学生・教

職員教育改善部会の年に 2回開催を

目指す。 
 
・教員の人材育成を目的とした教員評

価・年報等のデータに基づいた個人

面談を検討、実施する。 
 

・再雇用の終了等鑑みて、設置基準と照ら

し合わせながら現状の教員の配置につ

いて検証した。 
   
・採用等に関しては、将来を見据えて出来

る限り博士号取得者を前提要件とする

方針を固めた。 
 
・FD 研修、授業評価アンケート、学生・

教職員教育改善部会等を予定どおり実

施した。 
 
 
 
 
・教員の人材育成を目的とした教員評価

や年報等のデータに基づいた個人面談

を実施した。 
 
 

A 

達

成

目

標 

・検討の結果を踏まえ、関係する規

程変更等を行う。 
・教員選考基準規程の見直し、ある

いは新たな選考基準を制定する。 

1.4.1.2 ＦＤをはじめとする教育内容・方法等の改善の工夫・開発と効果的な実施 [AP32(12)] (基準４－２－②) 
2019 年度 実施計画 2019 年度 実行計画 2019 年度 事業報告 評価 

・教学の PDCA サイクルの中に FD の

活動を位置付け、教育理念の共有や見

直しに生かす仕組みづくりと運用が

確立しているか検証する。 

・大学教育への転換（学生の「学び方

改革」、教員の｢教え方改革｣等）を

バックアップする FD・SD 研修会を

開催する。学生の能力を引き出すよ

・初年次教育において学修意欲の回復、学

習から学修への転換などの｢学び方改

革｣を実現する教育プログラム等を 11
月の FD 研修会で紹介した。また、アク 
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・大学教育の転換（学生の「学び方改

革」、教員の｢教え方改革｣等）をバッ

クアップする FD・SD 研修会を開催

する。 

うな教育プログラム等を FD 研修会

で紹介する。 
 
 
 
 
 
 
・教学の PDCA サイクルの中に FD の

活動を位置付け、教育理念の共有や

見直しに生かす仕組みづくりと運用

が確立しているか検証する。 

ティブ・ラーニングについては、現在の

実施状況や教室環境の問題点を確認し

た上で、教室設備の改善を図るととも

に、今後３年を目途に何らかの形でアク

ティブ・ラーニングを取り入れている科

目の全開講科目に対する比率 80％を目

標として各学科で取り組むことを決定

した。 
・アセスメントの結果等のエビデンスに

基づく FD のあり方について検討し、次

年度の FD 活動の改善策について検討

することとした。 

A 

達

成

目

標 

・教育改善の努力を促進・支援し、

多様なアプローチを組織的に進

めていく。 
・初年次教育において学修意欲の

回復、学習から学修への転換な

どの｢学び方改革｣を実現する教

育プログラム等を FD 研修会で

紹介する。 

１．５ 学生支援の充実 

①．５．１ 学修支援 

（方針）基幹教育センターを中心に全学的に、リメディアル教育の充実に取り組むことで、多様な学修履歴を持つ学生全てが、大学

での専門的な学修へ円滑に移行できるように促す。TA や WS を積極的に活用することで、アクティブ・ラーニングやピアラーニ

ング、ｅラーニングなど新しい学修方法の推進を図る。 

1.5.1.1 教員と職員等の協働をはじめとする学修支援体制及びコース横断的な学生修学支援の整備 (基準２－２－①) 

2019 年度 実施計画 2019 年度 実行計画 2019 年度 事業報告 評価 
・全学的な e ラーニング教材開発支援セ

ンターを設け、専任スタッフを配置す

る。 
・学生情報のビックデータの収集・管理

体制を確立し、データを各事務部門と

各教員が共有化できるようにする。そ

のためのデータ管理システムを導入。 
・基幹教育センターの利用者増加に対

応するため特任助教・事務職員・

WS(SA)などの支援員の増員につい

て検討し、支援体制の強化を図る。 
・試験結果の詳細な分析等も同時に行

い、新入生の学力のレベルと学修支援

の対象となる学生の選抜などを行う。 
・3 年次進級（留年防止）の数値目標等

について検討する。 
 

・入学前から卒業まで一貫して学生を

支援するために、学生の学修活動の

情報を一元的に収集・管理する体制

を確立し、各事務部門と各学科、各

教員がこのビックデータを共有・活

用できるようにする。そのためのビ

ッグデータ管理システムの導入を

目指す。そのため、このビッグデー

タ運用に必要な法的、人的、ハード

面での問題点等を検討し、実施可能

なプランを立案する。 
 
 
・基幹教育センターでの学修指導を充

実するにあたり、現在欠員になって

いる事務職員の早急なる配置を行

う。 
 
・システム導入準備段階として現有の

サーバー等を利用して各種データ

等の分析を行う。また最適なシステ

ムを検討し、導入計画を関係各部署

と一緒に策定する。 

・新入生の入試情報、e-ラーニングによる

入学前教育、クラス分けテスト（数学・

物理）、初年次の授業で行われている各

種学力調査等の学力データや個々の学

生の学修活動に関するデータは、現在

各担当部署で分離された状態で収集・

管理されている。学生データをどのよ

うに管理するのか最終的に決定できて

いない。基幹教育センターおよび初年

次物理で行った各種学習調査のデータ

分析等を実施しながら、最適なシステ

ムを構築していく。 
 
・基幹教育センターに事務職員を 1 名増

員した。 
 
 
 
・現在、各課の保有するデータを IR 推進

センターに集約する試行実験を実施中

である。学生情報のデータベースの雛

型が完成次第、データベースのあり方

を各課と意見交換していく予定であ

る。 

C 

達

成

目

標 

・システム導入準備として各種デ

ータ等の分析を行う。また、最適

なシステムを検討し導入する。 
・学修支援強化のため特任助教・事

務職員・WS(SA)などの支援員を

増員し体制の強化を行う。 

1.5.1.2 ＴＡ等の活用をはじめとする学修支援の充実 (基準２－２－②) 
2019 年度 実施計画 2019 年度 実行計画 2019 年度 事業報告 評価 

・現在の TA（大学院生）活用では、人

数が不足しているため、SA（学部生）

の制度を設ける。また、TA/SA の研修

制度を徹底し、学修支援に役立てる。 
・学科教育の基礎教科について、学科全

教員及び大学院生をTAとして雇用す

ることにより基礎力向上を計ること

を各学科、各専攻において検討する。 
・成績上位、特殊技術や経験を有する学

部生の TA/SA への起用を検討する。 
・成績上位、特殊技術や経験を有する学

部生の TA/SA への起用を検討する。 

・TA（大学院生）の登録後に全員を対

象に研修会を実施する。 
 
 
・SA（学部生）制度を確立し、SA 対

象者を選考し運用を目指す。（規程

の整備、SA への適切な指導等） 
・アクティブ・ラーニングによる学修

を広げるため、TA、SA 制度を充実

し、実験等に活用する。また、TA、 
SA を務める学生が成長するような

任用の研修等実施する。 

・TA（大学院生）の研修会を 7 月末に開

催し、前期の反省内容については後期

授業に反映させた。 
 
・SA が制度化された。今後、利用実態を

把握しながら制度の見直しを行ってい

く。 
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・TA（WS）は初年次学生と年齢的にも

近く話しやすいため学修支援が効率

的に進むという利点を持っている。ま

た基礎学力試験等の採点やその結果

の分析もできるので基幹教育センタ

ー関連教員の適切な指導の下で行っ

ていく。 
・アクティブ・ラーニングによる学修を

広げるため、TA/SA 制度を充実、実験

等に活用する。 
・TA/SA を務める学生の成長するよう

な研修のあり方を検討し、他大学の例

など情報収集・分析を行う。  
・文章表現法、地域の現状と課題等共通

教育科目やそれに関連する学修支援

について、TA/SA の活用を検討する。 

・学力格差のあるクラスの授業、グル

ープ学修、実験指導など、TA、SA の

活用が学修に有効であると予想さ

れる授業にこれらを導入する。 
 
・TA、SA の指導や運営に問題がなか

ったか検証し、次年度につなげてい

く。また、TA、SA の向上を図り、

学生間での相乗効果を目指す。 
 

 
 
 
 
 
・TA の事業報告、授業実施報告等を検証

し、次年度の TA の配置について検討を

行った。 

A 

達

成

目

標 

・SA 制度を設けることにより、学

生自身も教育に携わる意識を備

え、学生間で良い相乗効果が生

まれる。 
・学力格差のあるクラスの授業、グ

ループ学修、実験指導など、

TA/SA の活用が学修に有効であ

ると予想される授業にこれらを

導入する。 
・TA/SA を活用したアクティブ・

ラーニングを通した言語表現能

力や論理的思考力の育成支援を

強化する。 
・TA の活用により幅広く丁寧な学

修支援と基礎学力の養成を行う。 

1.5.1.3 円滑な大学教育への適応 [AP32(05)] 
2019 年度 実施計画 2019 年度 実行計画 2019 年度 事業報告 評価 

・初年次教育科目について、その科目構

成・内容（例：レポート・論文の書き

方、学生生活における時間管理、プレ

ゼン等の技法、学問修得に向けた動機

付け等の取組）について検証する。 
・基礎的科目の習熟度別クラス分けや

TA 及び学科全教員による学生個々の

進捗状況に沿った指導体制の構築に

ついて検討する。 
・入学前教育と基幹教育センターでの

入学後の指導により、成績下位の学生

の学力向上に努める。また、学科の枠

を超えた初年次教育体制・リメディア

ル教育体制の構築を行う。 
・特別な配慮が必要な学生の支援方針

を決定する機関として修学支援委員

会を設置する。 

・初年次教育科目の内容について、適

切に変更がなされているかについ

て確認し、今後の本学の初年次教育

の課題や方向性について検討する。

（対象科目：フレッシュマンセミナ

ー前期開講） 
 
・入学前教育と基幹教育センターでの

入学後の指導により、成績下位の学

生の学力向上に努める。また、学科

の枠を超えた初年次教育体制・リメ

ディアル教育体制の構築を行う。 
 
・特別な配慮が必要な学生の支援組織

についても検討する。 
 

・初年次教育の科目構成、内容について教

務委員会において検討し、該当授業の

担当者会議を開き、情報の共有と確認

を行うことを決定した。 
 
 
 
・基幹教育センター指導員等が、初年次物

理・数学の授業に指導補助に入った。さ

らに、学習困難を抱える学生をピックア

ップし基幹教育センターに誘導した。そ

の成果は分析中である。 
 
・後期から、障がい学生支援組織の整備が

始まった。現在、人的配置等を検討中で

ある。 

B 

達

成

目

標 

・フレッシュマンセミナー等初年

次教育科目の検証を行う。 
・物理・数学を中心とした基礎学力

の養成を行う。能力別クラス分け

を行い、講義やセンターでの指導

を徹底する。更に指導に当たる教

職員（できれば英語を話せる職

員）の強化を同時に行う。 
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①．５．２ 学生サービス 
（方針）学生が安定した学生生活を送り、それを通して多様な学びや成長の機会が得られるように、(1) 奨学金等経済的支援、(2) 課
外活動の充実に向けた支援、(3) 学生相談室、医務室などの利用を通した心理・健康面での支援、等の充実を図る。 

1.5.2.1 学生生活の安定のための支援 (基準２－４－①) 

2019 年度 実施計画 2019 年度 実行計画 2019 年度 事業報告 評価 
・奨学金等経済支援 
他の奨学金制度を鑑みて、経済支援奨

学金の検討を行う。 
・課外活動の充実に向けた支援 
学友会活動の活性化に向け、体育会、

文化会の充実を図る。 
・学生相談等の充実 
臨床心理士を中心に各課・学科との連

携を図っていく。 

・現行の経済支援奨学金の検証を行う

とともに、国の無償化制度の開始に

伴い、経済支援の充実を目的とした

奨学金制度の見直しを行う。 
 
・学友会活動の活性化に向け、学友会

の総務委員長、体育会会長、文化会

会長、愁華祭実行委員長と定期的に

会議を行い、各会が協力して、四方

八方祭、デブリン杯、愁華祭を実施

する。 
・学生相談室では、相談内容に応じて

臨床心理士を中心に各課・学科と連

携して学生への支援体制を構築し

ていく。学生相談室の時間延長につ

いては、相談内容と件数に応じて対

応する。 

・現行の経済支援育英奨学金の検証を行

った。奨学金受給者の中には、次年度か

始まる無償化制度に該当する者もお

り、より幅広く学生が支援を受けられ

るよう奨学金制度の見直しを行った。 
・学友会の総務委員会、文化会、体育会、

愁華祭実行委員会の代表者による会議

を実施し、今後は会議を定期化するこ

とを勧め、各クラブとの繋がりに努め

ている。 
 
・学生相談室とは、相談内容に応じて、各

課・学科と今後の進め方について話し

合うこととなった。今年度の相談件数

は、昨年度に比べて減っているが、引き

続き対応時間については検討してい

く。 

C 

達

成

目

標 

・経済支援の人数を増加（半期 10
名）する。 

・各会（総務委員会、体育会、文化

会等）の協力体制に取り組む。 
・学生相談室の時間延長について

検討する。 
 

①．５．３ 学生の意見・要望への対応 

（方針）アセスメント・ポリシーに基づき、(1) 学修支援に対する学生の意見、(2) 学生生活に対する学生の意見、(3) 施設・設備

に対する学生の意見、等の調査を実施する。また、その分析を通して、それぞれへの改善につなげていく体制を確立する。 

1.5.3.1 学修支援に関する学生の意見・要望の把握・分析と検討結果の活用 (基準２－６－①) 

2019 年度 実施計画 2019 年度 実行計画 2019 年度 事業報告 評価 
・授業等に関する意見等を把握出来る

内容のアンケートを実施する。 
・学生・教職員教育改善部会の活動を通

して、学生の意見・要望をもとに教育

改善に取り組む。 
 

・学修支援に関する満足度や要望等を

把握するため、学生満足度調査を実

施し、満足度の向上に活かしてい

く。 
 
・ FD 委員会において、授業評価アン

ケートの質問内容、実施方法につい

て検討し、授業評価アンケートを実

施する。 
 
・学生・教職員教育改善部会を開催し、

年間での意見・要望等をまとめ、 FD
活動にフィードバックする。 

 
 
 
・学生からの意見・要望をくみ上げる

ツールとして、学内に「KIT かなう

箱」を設置し、投稿内容から学修支

援に関する現状把握を行い、出来る

ことから改善に取り組んでいく。 

・学修支援に関する満足度や要望等を把

握するため、学生満足度調査を全学生

に実施した。その調査結果は、教務委員

会、教育改革推進委員会等に報告し、改

善に努めている。 
・前期及び後期に授業評価アンケートを

実施した。アンケート結果と合わせて

授業の改善点等をフィードバックシー

トに記載し、学生の Web サイトに公開

している。 
・授業評価アンケート結果や学生・教職員

教育改善部会での学生の意見・要望を

取りまとめ、教務委員会、教育改革推進

委員会に報告した。学生の意見・要望を

もとに次年度の FD 活動にフィードバ

ックしていく。 
・「KIT かなう箱」を 9 月から 4 か所設

置（図書館、情報館、食堂、事務所）し

た。投稿内容については、大学からの回

答を学内に掲示し、常に改善に取り組

んでいる。 

B 

達

成

目

標 

・全学生に対してのアンケート調

査および学生・教職員教育改善部

会で学生の意見・要望調査の検討

結果を活用し、FD 活動へフィー

ドバックする。 

1.5.3.2 心身に関する健康相談、経済的支援をはじめとする学生生活に関する学生の意見・要望の把握・分析と検討結果の活用 
 (基準２－６－②) 

2019 年度 実施計画 2019 年度 実行計画 2019 年度 事業報告 評価 
・学生生活に関する学生の意見・要望等

を把握できる内容のアンケートを実

施する。 
・学生・教職員教育改善部会の活動を通

して、学生の意見・要望をもとに学生

生活支援の改善に取り組む。 
 
 

・学生生活に関する学生の意見・要望

等を把握できる学生満足度調査を

実施する。   
 
 
・学生・教職員教育改善部会での学生

の意見や要望等を各部署で共有し、

検討・改善を図る。 

・学生生活に関する満足度や要望等を把

握するため、学生満足度調査を実施し

た。心身に関する健康相談については、

学生相談室の臨床心理士から学生の状

況を確認し、意見交換を行っている。 
・学生・教職員教育改善部会での学生から

の意見や要望等をまとめ、学生厚生委員

B 
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・学内に設置した「KIT かなう箱」の

投稿内容をもとに、学生生活支援に

関する現状把握を行い、出来ること

から改善に取り組んでいく。 

会、教育改革推進委員会に報告し、改善

に努めている。 
・「KIT かなう箱」に投稿された内容につ

いては、大学からの回答を学内に掲示

し、常に改善に取り組んでいる。 

達

成

目

標 

・全学生に対してのアンケート調

査および学生・教職員教育改善

部会で学生の意見・要望調査の

検討結果を活用し、学生生活支

援を改善する。 

1.5.3.3 学修環境に関する学生の意見・要望の把握・分析と検討結果の活用 (基準２－６－③) 
2019 年度 実施計画 2019 年度 実行計画 2019 年度 事業報告 評価 

・施設・設備等に関する意見等を把握で

きる内容のアンケートを実施する。 
・学生・教職員教育改善部会の活動を通

して、学生の意見・要望をもとに学修

環境改善に取り組む。 

・学修環境に関する学生の意見・要望

等を把握できる学生満足度調査を

全学生に実施する。    
 
 
・学生・教職員教育改善部会での学生

の意見や要望等を各部署で共有し、

検討・改善する。 
 
・学内に設置した「KIT かなう箱」の

投稿内容をもとに、学修環境に関す

る現状把握を行い、出来ることから

改善に取り組んでいく。 

・施設・設備等の学修環境に関する満足度

や要望等を把握するため、学生満足度

調査を実施した。学内施設、設備の要望

等については、学生厚生委員会にて検

討を行っていく。 
・学生・教職員教育改善部会での学生から

の要望を取りまとめ、教務委員会、教育

改革推進委員会に報告した。施設に関

しては要望書を提出した。 
・「KIT かなう箱」に投稿された内容につ

いては、大学からの回答を学内に掲示

し、常に改善に取り組んでいる。 

B 
達

成

目

標 

・全学生に対してのアンケート調

査および学生・教職員教育改善

部会で学生の意見・要望調査の

検討結果を活用し、学修環境を

改善する。 

１．６ 就職支援の充実 

①．６．１ キャリア支援 

（方針）学生の職業意識を高める機会を設け、将来の職業人としての自覚を育てる。また卒業生のキャリアアップ支援も検討する。 

1.6.1.1 教育課程内外を通じての社会的・職業的自立に関する支援体制の整備（例：資格取得支援等）(基準２―３―①) 

2019 年度 実施計画 2019 年度 実行計画 2019 年度 事業報告 評価 
・企業の求める即戦力となる力を身に

付けさせるため、学科毎に資格取得支

援に向けた講座・講演会を実施すると

ともに、正課以外の資格取得支援講座

として MOS 及び TOEIC 講座等を実

施し支援体制の充実を図る。 
 

・学科ごとに資格取得支援に向けた講

座・講演会を実施し、資格取得支援

体制の充実を図る。（各学科で開講

している資格取得支援講座の内容

は大学ホームページに公開してい

る。） 
 
・正課以外の資格取得支援講座とし

て、MOS 対策講座及び TOEIC 対策

講座等を学内で実施する。 
 
 
 
・教育関係職には「教員免許」が必要

であるが，これに付加価値をつける

何らかの情報関係の資格とそのニ

ーズを踏まえた教育を行う。 

・各学科で重点目標資格を定め、学科毎に

正課または正課外で資格取得支援に向

けた講座・講演会を実施した。今年度の

資格別取得人数は大学ホームページに

公開する。 
 
・MOS（Excel）対策講座を学内で開催し

た。受講者は 23 名。 
・MOS（Word）対策講座を学内で開催し

た。受講者は 23 名。 
・TOEIC 対策講座を学内で開催した。受

講者は 35 名、IP テスト受験者は 32 名。 
  
・教育創造工学科では、実験、プレゼン、

模擬授業等の各種授業で学生が ICT 機

器を使用することが多くなった。また、

卒業研究で Physon など機械学習を取

り入れた課題が複数（2 割程度）見られ

た。現状で，教育界で有用する資格は存

在していない。 

B 

達

成

目

標 

・学科ごとの支援資格を設け合格

者の向上を目指す。 
・MOS 各種講座の受講生 30 名以

上、TOEIC 講座の受講生 30 名

以上を目指す。 
・教員免許に付加価値をつけられ

る情報関係資格のニーズを検証

し教育を行う。 

1.6.1.2 卒業生へのキャリアアップ支援の検討 [AP32(08)] 

2019 年度 実施計画 2019 年度 実行計画 2019 年度 事業報告 評価 
・既卒者へのキャリアアップ支援体制

として卒業後 3 年目の卒業生に対す

るアンケート調査、既卒者向け求人情

報閲覧 Web サイトの構築・利用等を

検討する。 
 
 
 
 
 
 
 

・卒業後 3 年目の既卒者を対象とした

アンケート調査を実施する。また、

アンケート調査結果の分析を行い、

内容の見直し等を行うとともに、次

年度以降の実施方法についても検

討する。 
 
 
・既卒者向け求人情報閲覧サイト構築

に向けた閲覧項目や利用方法、既卒

者への告知方法について検討する。 
 

・2016 年 3 月卒業生を対象にアンケート

調査を実施したが、送付数 226 名に対

して、回答数が29名で、回収率が12.8％
と低かった。アンケート調査結果と IR
推進センターの分析結果を 12月の教育

改革推進委員会に報告した。次年度は

調査対象卒業年度を単年度から複数年

度（2 年分）に見直すこととした。 
・既卒者向け求人情報閲覧サイトに関し

ては、システム納入業者との打合せの

結果、当初の構築経費・作業日程等では

実施が困難であることが判った。その

D 
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・常勤講師等の職にある卒業生の支援

を検討する。 
 
 
 
 
・OB 訪問の際、WEB でアンケートを

実施し、卒業生のニーズを探るとと

もに、必要な情報提供を行う。 

ため、今年度は延期し改めて閲覧サイ

トの運用等について検討することとし

た。 
 
・8 月 11 日に実施した ICT やアクティ

ブ・ラーニング型授業に関する研究会

に、2 名の OB 参加があった。九州各県

の優秀なベテラン教員等と次世代の理

数教育のあり方をワークショップ形式

で議論してもらった。 
・アンケートの実施には至らなかった。 

達

成

目

標 

・キャリア支援に関するアンケー

トの送付・回収を実施する。 
・再就職希望者用の Web サイトの

構築を行う。 
・卒業生アンケートを実施し、ニー

ズを探るとともに、必要な情報提

供を行う。 

1.6.1.3 地域連携活動を介した就職支援 [AP32(09)] 

2019 年度 実施計画 2019 年度 実行計画 2019 年度 事業報告 評価 
・本学独自のインターンシップ（社長の

かばん持ち体験など）の実施や企業合

同説明会・インターンシップ情報の提

供方法について検討する。 
 

・地元金融機関との連携協定に基づく

インターンシップ事業「社長のかば

ん持ち体験」実習を実施する。また、

社長のかばん持ち体験実習終了後

の研修及び報告会を実施する。 
 
 
 
・久留米市主催のインターンシップ説

明会及び地元企業合同企業説明会

に参加する。 
 
 
 
 
・地元企業による業界セミナー実施に

関する検討を行う。 

・本年度の「社長のかばん持ち体験」実習

に 5 名の学生（3 年 3 名、2 年 1 名、1
年 1 名）が参加した。受入企業 5 社に

おいて、2 日間の体験実習を行った。体

験実習終了後に学内研修を 10月 25日、

11 月 15 日に実施し、報告会を 12 月 3
日に開催した。       

 
・5 月 29 日に実施された久留米市主催の

インターンシップ説明会に 47名の学生

が参加した。（参加企業数は 17 社） 
また、6 月 29 日に実施された地元企業

による合同企業説明会に 29 名の学生

が参加した。（参加企業数は 21 社） 
 
・地元企業による業界セミナーに関して

は、具体的な検討に至っていない。  

B 
達

成

目

標 

・社長の鞄持ち体験参加学生数 5
名を目指す。 

・地元企業による合同企業説明会

及びインターンシップ説明会の

開催、地元企業による業界セミ

ナー等を実施する。 

Ⅱ．研究力の向上 
２．１ 研究支援の強化 
②．１．１ 研究支援 
（方針）研究支援体制を強化し、研究力の向上を図る。特に、ブランディング事業等の重点支援領域の研究支援を行う。 

2.1.1.1 ブランディング事業等の重点支援領域の研究支援 
2019 年度 実施計画 2019 年度 実行計画 2019 年度 事業報告 評価 

・本学のブランディング事業であるパー

トナーモビリティに関する研究が、平

成 30 年度「私立大学研究ブランディ

ング事業」に選定されたことを受け、

学長のリーダーシップの下、全学的な

研究支援をする。 
・次の柱となる研究テーマの立案と研

究体制の構築を図る。 

・平成 30 年度の研究ブランディング

事業の進捗状況を大学 HP にて公表

する。 
・研究ブランディング事業の研究体制

の構築を図る。 
・IMLを中心にパートナーモビリティ

の改良および社会実装実験を推進

する。 
・各学科、専攻等におけるパートナー

モビリティへの取り組みを検討す

る。 
・AI 等、次の柱となる研究テーマを立

案する。 
・各学科、専攻等におけるパートナー

モビリティに関する研究に着手す

る。 
・AI 等、次の柱となる研究テーマの支

援体制を構築する 
 

・平成 30 年度の研究ブランディング事業

の進捗状況を大学 HP にて公表した。 
 
・研究ブランディング事業の研究体制の

構築を図った。 
・IML を中心にパートナーモビリティの

改良および社会実装実験を推進した。 
 
・各学科、専攻等におけるパートナーモビ

リティへの取り組みを検討し、実施計

画を立案した。 
・AI に関する研究推進のため、AI 応用研

究所の設立を提案した。 
・各学科、専攻等におけるパートナーモビ

リティに関する研究に着手し、計画に沿

って研究を推進した。 
・AI 応用研究所の 2020 年 4 月設立が理

事会で承認され、今後、AI 応用研究所

を中心に、AI に関する研究・教育を推

進することとなった。 

B 

達

成

目

標 

・パートナーモビリティの施設居

室や自宅などの狭小空間での自

動運転実現の研究支援実施、さ

らに、介護現場に特化した自然

言語システムの改良も行う。 
・次の柱となる研究テーマ立案お

よび研究体制を構築する。 
 

2.1.1.2 研究シーズと地域企業のニーズとのマッチング 
2019 年度 実施計画 2019 年度 実行計画 2019 年度 事業報告 評価 
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・IR 推進センターと地域連携センター

が連携し、本学研究シーズと地域企業

のニーズとのマッチングを行い、教員

側から企業への共同研究等の働きか

けを支援する。 
 

・久留米市ものづくり支援事業への申

請検討を行う。 
・研究改革推進委員会にて、地域企業

のニーズに役立ちそうな本学研究

シーズの洗い出しを行う。 
 
 
 
 
・研究改革推進委員会と地域連携セン

ターとが連携し、地域企業への研究

シーズの紹介を行う。 
 
 
・2020 年度の久留米市ものづくり支

援事業への申請検討を行う。 

・久留米市ものづくり支援事業に申請を

行い、採択された。 
・研究改革推進委員会では、研究シーズの

洗い出しは行っていないが、地域連携

センターで久留米リサーチパークの協

力を得て地場企業とのマッチングの検

討は行っているが、共同研究には至っ

ていない。 
 
・2 月 28 日に地域連携推進協議会主催の

講演会とシーズ発表を行う予定であっ

たが、新型コロナウイルスの影響で延

期した。 
 
・久留米市ものづくり支援事業への申請

を働きかけている。 

B 

達

成

目

標 

・地域企業との共同研究マッチン

グ 1 件以上を目指す。 
 
 

2.1.1.3 研究の魅力発信(研究ブランディング) 
2019 年度 実施計画 2019 年度 実行計画 2019 年度 事業報告 評価 

・本学の研究力を指標化し、現状の見え

る化を行い、さらに他大学と比較する

ことにより教職員に研究力を向上させ

ることの重要性を浸透させる。 
 

・研究改革推進委員会が中心となり、

研究力の指標化を行い、本学の研究

力の見える化を行う。 
 
 
 
 
 
・研究改革推進委員会が中心となり、

本学の研究力の他大学との比較を

行う。 

・研究改革推進委員会において、教員評価

の「研究」領域の得点に基づき、分析、

対応策の検討を行った。なお、研究力の

指標化については、教員評価の「研究」

領域の評価項目に、海外査読付き論文

誌への掲載の項目を追加する等の見直

しによって対応したい。 
 
・研究力の他大学との比較のための研究

者の評価指標に関する調査を IR推進セ

ンターにおいて進める。 

C 
達

成

目

標 

・研究力の指標化と現状の見える

化をする。 
・研究力を他大学と比較する。 

②．１．２ 研究環境の整備と適切な運営・管理 [AP32(10)] (基準４―４―①) 

（方針）重点支援領域の研究分野を中心に、研究施設、設備等を整備し、その有効活用を図る。また、教職協働を推進し、教員の研

究時間の確保を図る。 

2.1.2.1 研究環境の整備 (基準４―４―①) 

2019 年度 実施計画 2019 年度 実行計画 2019 年度 事業報告 評価 
・研究改革推進委員会の下に研究環境

整備のための WG を設け、施設管理

課と連携し、教育・研究装置、研究設

備の現状調査を行う。 
・次の柱となる研究テーマの検討結果

を踏まえ、今後導入が必要な教育・研

究施設、設備等の整備計画を立案す

る。併せて、各学科・研究所において

必要な実習施設・設備等の整備計画を

立案する（建築・設備工学科：建築多

目的新作業棟、IML：パートナーモビ

リティ実証試験環境、電動航空機研究

設備等）。 

・研究改革推進委員会の下に研究環境

整備のための WG を設け、施設管理

課と連携して、教育・研究装置、研

究設備の現状調査を行い、教育・研

究施設、設備の将来構想および整備

計画を立案する。 
 
・次の柱となる研究テーマの検討結果

を踏まえ、今後導入が必要な教育・

研究施設、設備等の整備計画を立案

する。併せて、各学科・研究所にお

いて必要な実習施設・設備等の整備

計画を立案する。 
 

・研究環境整備のための WG の組織化、

および、現状調査については、実施でき

なかった。次年度に実施することとし

た。 
 
 
 
・AI に関する全学的な研究・教育を推進

する拠点として、AI 応用研究所を 2020
年 4 月に設立することとなった。交通

機械工学科「先端交通・航空宇宙コー

ス」の教育施設として、「航空宇宙実習

棟」が平成 31 年 4 月に開所した。建築・

設備工学科の建築構造分野の教育環境

整備のため、「建築構造実験システム」

の平成 31年度私立大学施設整備費補助

事業（教育装置）への申請を行った（対

象経費 61,531 千円）。 
 

C 

達

成

目

標 

・研究環境整備のための WG を設

け、教育・研究装置、研究設備の

現状調査および将来構想の検討

結果をまとめる。 
・各学科、研究所等において教育・

研究施設、設備等の整備計画を立

案する。 

2.1.2.2 研究設備・装置の運営・管理 
2019 年度 実施計画 2019 年度 実行計画 2019 年度 事業報告 評価 
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・研究改革推進委員会が施設管理課、各

学科、研究所等と連携し、研究設備・

装置の運営・管理について、現状調査

を行い、改善案をまとめる。 

・研究改革推進委員会が施設管理課、

各学科、研究所等と連携し、研究設

備・装置の運営・管理について、現

状調査を行い、現状調査報告書を作

成する。 

・交通機械工学科「航空宇宙実習棟」につ

いては、4 月より教育施設としての運用

を開始した。建築・設備工学科の建築構

造分野の卒業研究および大学院生の研

究活動に供する「建築構造実験システ

ム」の本年度の整備、運用について検討

を進めている。AI に関する全学的な研

究・教育を推進するため、2020 年 4 月

に設立する「AI 応用研究所」の運営・

管理体制について決定した。研究環境

整備のための現状調査については、次

年度に実施することとした。 

C 
達

成

目

標 

・研究設備・装置の運営・管理につ

いて、現状調査報告書を作成す

る。 

2.1.2.3 研究時間の確保 [AP32(10)] 
2019 年度 実施計画 2019 年度 実行計画 2019 年度 事業報告 評価 

・研究改革推進委員会と IR 推進センタ

ーが連携し、教員の研究時間確保状況

を調査する。 
・事務改革検討部会が中心となり、教員

の研究時間確保その他研究活動支援

のための事務改革の施策立案を行う。 

・研究改革推進委員会が中心となり、

教員の研究時間確保状況を調査す

る。 
 
・事務改革検討部会が中心となり、教

員の研究時間確保その他研究活動

支援のための事務改革の施策立案

を行う。 
 
・研究改革推進委員会と事務改革検討

部会が連携し、教員の研究時間確保

のための施策を立案する。 
 

・IR 推進センターにおいて、研究時間確

保状況の予備調査を進行中である。 
 
 
・IR 推進センターにおいて、教員の研究

時間に関するアンケート調査を行い、

その分析結果を研究改革推進委員会で

報告し、改善策の検討を行った。 
 
・研究時間を増やすための、研究デーの設

定、学内業務の軽減などの対策について

は、次年度も継続して検討を行うことと

する。 

C 

達

成

目

標 

・研究時間の確保状況を調査し、課

題分析を行う。研究時間確保その

他研究活動支援のための施策を

立案する。 
・研究支援組織（専門部署）の設置

を検討する。 

２．２ 戦略的な研究費配分 

②．２．１ 研究活動への資源の配分 (基準４―４―③) 

（方針）外部資金の獲得を組織的に推進するとともに、戦略的な学内研究費の配分を行う。 

2.2.1.1 外部資金獲得のための組織力強化 [AP32(10)] 

2019 年度 実施計画 2019 年度 実行計画 2019 年度 事業報告 評価 
・外部資金の獲得の現状と本学の研究

力の現状を見える化し、教職員の現状

認識を促す。そのために具体的に、科

研費、共同研究、知財権の取得などの

外部資金獲得情報を見える化を図る

とともに、論文、学会発表、研究委託

などの研究力を見える化し、その上で

組織的な研究力強化施策を検討、一部

試行する。 
 

・会計課が中心となり、科研費、共同

研究、知財権の取得などの外部資金

獲得情報を見える化を行う。 
 
・研究改革推進委員会が中心となり、

研究力の指標化を行い、本学の研究

力の見える化を行う。 
 
・研究改革推進委員会が中心となり、

組織的な研究力強化施策を検討す

る。 
 
・研究改革推進委員会、産学官連携推

進委員会が連携し、共同研究、知財

権の取得等の推進を行う。 
 

・教員教育・研究業績年報の発行により、

学内での外部資金獲得情報の見える化

を行った。 
 
・研究力の指標化については、教員評価の

「研究」領域の評価項目に、海外査読付

き論文誌への掲載の項目を追加する等

の見直しによって対応したい。 
・組織的な研究力強化は、研究ブランディ

ング事業およびAI応用研究所を核とし

て推進中である。 
 
・次年度より、研究改革推進委員会、教育

改革推進委員会、産学官連携推進委員

会を同時開催とし、各推進委員会が密

接に連携し、共同研究等の促進を行う

こととなった。 

C 

達

成

目

標 

・外部資金の獲得の現状と本学の

研究力の現状の見える化を行

う。 
・教職員の現状認識の徹底と意識

付け強化を行う。 
・組織的な研究力強化施策の検討

及び一部施策を施行する。 

2.2.1.2 戦略的な学内研究費配分 [AP32(11)] 
2019 年度 実施計画 2019 年度 実行計画 2019 年度 事業報告 評価 

・学長裁量経費を一律ではなく傾斜配

分し、研究意欲を向上させるための基

礎研究費（ベーシックインカム）を設

ける。 
 
 
 
 

・学長裁量経費による研究テーマの募

集、選考を行う。 
 
・科研費申請書の作成支援を行う。 
 
 
 

・学長裁量経費による研究テーマの募集、

選考を行った。 
 
・科研費申請書作成の説明会を開催した。

さらに、希望者に対して後期に申請書

作成支援を行うこととした。 
 

A 
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 ・研究改革推進委員会が中心となり、

学会論文誌への論文投稿、久留米工

業大学研究報告等学内紀要への投

稿等の促進を図る。 
 
・科研費の申請を行う。 
 
 
・研究改革推進委員会が中心となり、

久留米工業大学研究報告等学内紀

要への投稿等の促進を図る。 

・久留米工業大学研究報告等学内紀要へ

の投稿促進を図り、本年度は投稿件数

が 27 件となり、昨年より 6 件増加し

た。 
 
・科研費は、26 件（昨年度 28 件）の申請

があり、目標 20 件以上を達成した。 
 
・久留米工業大学研究報告には、27 件（昨

年度 21 件）の投稿があり、投稿件数が

増加した。 

達

成

目

標 

・科研費の申請と学会発表・大学紀

要への投稿を最低限義務付け、科

研申請件数を 20 件以上とする。 

２．３ 教員教育・再教育体制の確立 

②．３．１ 若手教員を中心とした研究に関するスキルアップ向上 [AP32(12)] 
（方針）若手教員を中心に、研究の第一線で活躍できる研究者の育成を図る。 
 

2.3.1.1 学科間の垣根を越えて、教員が自由に結びついて研究テーマを立ち上げ、切磋琢磨しながら、研究成果を生み出す仕組み

を検討する。 

2019 年度 実施計画 2019 年度 実行計画 2019 年度 事業報告 評価 
・研究改革推進委員会が中心となり、日

常的に教員同士が研究内容について情

報交換や議論ができる研究交流スペー

スの設置を検討する。 
・「初年次教育」、「AI」等に関する学

科の垣根を超えた研究 WG を立上げ、

研究着手のための準備を行う。 

・研究改革推進委員会が中心となり、

学科の垣根を越えた教員の研究テ

ーマの紹介、意見交換等を行う研究

交流スペースの設置を検討する。ま

た、「初年次教育」、「AI」等に関

する学科の垣根を超えた研究 WG
を立上げ、研究着手のための準備を

行う。 
 
 

・2020 年 4 月に AI に関する研究・教育

を推進するAI応用研究所を設立するこ

ととなった。AI 応用研究所は、各学科

から 1、2 名の教員が所員として加わる

ことになっており、学科をまたいだ研

究交流の場となることが期待できるた

め、ここを拠点に教員間の研究交流を

進めていくこととした。 
 

B 

達

成

目

標 

・お茶も飲める研究交流スペース

を設置する。 
・学科の垣根を超えた研究 WG を

立ち上げ、研究計画を立案する。 

2.3.1.2 メンター制度を検討する。 

2019 年度 実施計画 2019 年度 実行計画 2019 年度 事業報告 評価 
・研究改革推進委員会を中心に、若手教

員に対する研究活動等の支援を行うメ

ンター制度について検討を行う。 

・研究改革推進委員会において、若手

教員に対する研究活動等の支援を

行うメンター制度の導入及び支援

内容について検討を行う。 
 
 

・若手教員に対する研究活動等の支援を

行うメンター制度を整備した。若手教

員 8 名に対して、メンター（アドバイザ

リーボード）による面談を行い、研究活

動に関する助言等を行った。また、メン

ター制度については、来年度も継続し

て検討を行う。 

A 達

成

目

標 

・メンター制度についての基本方

針を立案する。 
・メンター候補者を選出する。 

②．３．２ 研究倫理の確立と厳正な運用 (研究倫理教育・コンプライアンス教育の実施) (基準４―４―②) 

（方針）教職員および学生への研究倫理教育を行い、研究倫理に基づく研究の徹底を図る。 

2.3.2.1 研究倫理に関する FD研修 (基準４―４―②) 

2019 年度 実施計画 2019 年度 実行計画 2019 年度 事業報告 評価 
・研究倫理に関する FD・SD 研修を研

究に携わる全ての構成員対象に実施す

る。 

・教員・職員を対象に、研究倫理に関

する FD・SD 研修会を計画的に実施

していく。 
 
・大学院生を対象とした e-learning 研

修又は倫理教育を実施する。 
 
・教員、職員及び大学院生を対象に、

計画的に e-learning による研修を

実施する。なお、過去 5 年間に受講

している場合は、受講を免除する。 

・研究倫理委員会を開催し、研究倫理に関

する FD・SD 研修会を計画的に実施し

ていくことを決定した。 
 
・大学院生を対象とした e-learning によ

る倫理教育を実施した。 
 
・教員及び職員対する研究倫理に関す FD
研修会を 3 月に実施した。なお、5 年以

上在籍の教職員については、次年度に e-
learning による研修を実施する。 

B 達

成

目

標 

・研究費の不正使用と研究活動に

おける不正行為の観点からの研

修を教員・職員・学生を対象に実

施、e-learning により自己評価を

行う。 
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Ⅲ．社会貢献の推進 

３．１ 産学官連携 

③．１．１ 産学官連携拠点の形成 [AP32(13)] 

（方針）研究成果を社会に還元し地域貢献を進める全学的な産学官連携拠点を形成する。 
3.1.1.1 全学的な産学官連携組織の確立 

2019 年度 実施計画 2019 年度 実行計画 2019 年度 事業報告 評価 
・学長をトップとする全学的な産学官

連携推進委員会の組織体制について

検討する。 

・産学官連携推進委員会で具体的な役

割活動内容等について検討を行い、

組織体制を整備する。 
 

・産学官連携推進委員会において、全学的

に産学官連携体制を推進し実現する体

制を整備した。 
 B 達

成

目

標 

・全学的に産学官連携体制を推進

し実現する体制を整備する。 

3.1.1.2 絣プロジェクトなど、重点プロジェクトの推進体制の確立 
2019 年度 実施計画 2019 年度 実行計画 2019 年度 事業報告 評価 

・本学オリジナルデザインの久留米絣

を作製すると共に久留米絣に関する

既存技術の支援体制を構築する。 
・地域ニーズの調査に基づく新規プロ

ジェクト候補の探索 

・織機補修部品に関して、歯車など他

の主要部品についても提供できる

ようにする。また、括り機について

も補修部品の提供ができるように

する。 
 
・地域ニーズの調査を行い、調査結果

に基づく新規プロジェクト候補を

探索する。 
 
 
 
・織機の安定稼働に関する研究を実施

する。 
 
 
 
・本学 100 号館に設置されている織機

を用いて、本学オリジナルデザイン

の絣を織る。 
 
 
 
・調査した地域ニーズの将来性（重点

プロジェクトになり得るかどうか）

について検討する。 
 

・久留米絣については、卒業研究のテーマ

として織機や括り機の図面化を進めて

おり、先方の要望があれば部品製作に取

りかかる体制はできている。 
 
 
・地域ニーズについては、 広川町とは受

託研究を実施するといったことを実施

できているが、それ以外の市町村の担当

者とは話をする機会が持てず、停滞気味

である。 
 
・織機の安定稼働の関する研究は、卒業研

究として実施することができたが、その

進展については必ずしも十分とは言え

ない。 
 
・オリジナルデザインの絣を織ることに

ついて、100 号館に設置されている織機

の補修・メンテナンスを実施したが，機

構として不明な点があり、絣を織ると

ころまでは達していない。 
 
・地域のニーズの将来性について、「絣」

業界では小ロットの試作を短時間で安

価に行う技術開発が求められている

が、重点プロジェクトにするには市場

規模が小さすぎ、受託・共同研究で十分

だと考えられる。一方、絣を含む「生地」

業界で考えると帆布や前掛けも絣と同

様にシャトル式織機で織られており、

機械の老朽化や「風合い」など共通の問

題を抱えており、それなりの市場規模

も期待できるので重点プロジェクトに

なる可能性は高いと考えられる。特に

「風合い」は人間の感性により定性的

に評価されており、例えば AI を活用し

て「風合い」を定量的に評価する技術の

開発は、繊維業界だけでなく一般市民

に対する宣伝効果も非常に高いと考え

られる。 

C 

達

成

目

標 

・本学 100 号館に設置されている

織機を用いて、本学オリジナル

デザインの絣を織る。 
・織機補修部品に関して、歯車など

他の主要部品についても提供で

きるようにする。 
・織機の安定稼働に関する研究を

出来るようにする。 
・括り機についても補修部品の提

供ができるようにする。 
・地域ニーズの調査とその将来性

を検討する。 

③．１．２ 地域の技術基盤形成 [AP32(14)] 

（方針）地域から頼りにされる技術と設備をもつ環境を整備し、共同研究を推進する。 

3.1.2.1 ものづくりセンターの設備充実 
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2019 年度 実施計画 2019 年度 実行計画 2019 年度 事業報告 評価 
・ものづくりセンターの環境整備につ

いて検討する。 
・木工の環境整備に必要なものを洗い

出し、予算書を作成し申請を行う。 
 
 
 
・他大学の工作機械の所有状況とその

利用状況、近隣企業のニーズを調査

し、調査結果を基に、ものづくりセ

ンター特に創造工房の将来計画を

提案する。 
 
 
 
 
 
・ものづくりセンター内の緊急連絡網

を構築する。 
 

・木工の環境整備については、建築・設備

工学科サークル ASURA より工作に関

する学生指導の要請があったため、その

内容に応じて次年度に予算申請を行う

こととした。 
・他大学の設備調査については、有明高専

と豊橋技術科学大学の見学を行い、研究

支援に必要な装置のリストアップがで

きた。また、技術職員も科研費を申請し

ていることや技術系職員が技術研究発

表・討論を行う「実験・実習技術研究会」

に参加していると情報を頂き、次年度以

降本学技術職員も参加できるように体

制作りを行う。近隣企業ニーズは技術相

談等を通じて情報収集はできている。 
・ものづくりセンター内の緊急連絡網に

ついて、卒業研究で非常ボタンを押すと

WiFi を通じて職員の Slack に緊急連絡

が入るシステムを試作した。次年度から

その導入・運営を行う。 

B 達

成

目

標 

・木工ができる環境整備について

検討する。 
・ものづくりセンターの安全確保

を確立する。 
・建屋が手狭で老朽化した創造工

房の将来的な対応について検討

する。 

3.1.2.2 企業からの技術相談や共同研究を推進する体制の確立 
2019 年度 実施計画 2019 年度 実行計画 2019 年度 事業報告 評価 

・リサーチパークや地域連携推進協議

会を通して企業ニーズを把握する。 
・技術相談に関する取扱及び技術指導

に関する規程を整備する。 

・リサーチパークや地域連携推進協議

会を通して企業ニーズを把握する

とともに、企業ニーズをデータベー

ス化する。 
・技術相談に関する取扱及び技術指導

に関する規程等について整備する。 
 
 
 
 
・技術相談、共同・受託研究の実績を

つくる。 

・地域連携推進協議会のアンケート調査

結果から、AI、IoT に関心が高いことが

わかった。把握した企業ニーズをデー

タベース化した。 
・規則や申込用紙などの書類に不備はな

いが、ホームページに地域連携センタ

ーのページがないなど外部からどこへ

連絡したら良いか分からないなどの意

見があり、ホームページをリニューア

ルした。 
・技術相談は 10 件あり、その内 1 件は受

託研究に結びついた。 

B 
達

成

目

標 

・企業ニーズをデータベース化す

る。 
・規程等は年度当初から施行する。 
・技術相談、共同・受託研究の実績

をつくる。 

3.1.2.3 本学シーズの積極的アピール 
2019 年度 実施計画 2019 年度 実行計画 2019 年度 事業報告 評価 

・地域連携センター報やホームページ

の作成、メディアへの積極的な情報提

供を行う。 

・地域連携センター報 2019 を発刊す

る。また、ホームページを再構成し、

メディアへイベントやものづくり

センターの活動の情報提供を行う。 
 

・地域連携センター報 2019 を発刊し、ホ

ームページを再構築しアップした。ま

た、地域連携活動はホームページにア

ップしている。ワインガーデンや講演

会などのイベントやものづくりセンタ

ーの資格支援等の各活動が新聞に掲載

された。 
 

B 達

成

目

標 

・地域連携センター報を発刊する。 
・ホームページを作成する。 
・メディアへイベントやものづく

りセンターの活動の情報提供を

行い、年に 1 回はメディアに取

り上げられるようにする。 
③．１．３ 企業ニーズに対応した社会人プログラム [AP32(16)] 
（方針）企業ニーズに応じた社会人の再教育講座や公開講座の充実を図る。 

3.1.3.1 BP の充実 
2019 年度 実施計画 2019 年度 実行計画 2019 年度 事業報告 評価 

・近隣企業のニーズを調査し、BP 講義

の遠隔講義システム化を図る。 
・近隣企業のニーズを調査し、データ

ベース化し傾向を分析する。 
 
 
 
・BP 講義の遠隔講義化と受講生サポ

ートシステムの導入、LMSコンテン

ツの充実を図る。 
 
 

・コーディネーターが近隣企業を訪問し

企業のニーズを調査しているが、デー

タベース化・傾向分析には至っていな

い。 
 
・ZOOM と Slack を用いた遠隔講義・受

講生サポートシステムを導入した。し

かし，受講生が 2 名と少なく、LMS コ

ンテンツについては、必ずしも充実し

ているとは言えない。 

B 達

成

目

標 

・ニーズのデータベース化とその

傾向を分析する。 
・BP 講義の遠隔講義化と受講生サ

ポートシステムの導入、LMS コ

ンテンツの充実を図る。 
・60 時間以上 120 時間未満で編成
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されるSBPへの移行作業を行い

（認定されれば）開講する。 
・本学で開講する履修証明プログラム

「IoT 時代の機械設計技術者講座」

（60 時間以上 120 時間未満で編成）  
が、文部科学省が認定する「職業実

践力育成プログラム」（BP）として

申請している。認定されると、今年

度後期から開講する。 

・本学の履修証明プログラムが認定され、

今年度後期から社会人向けの「IoT 時代

の機械設計技術者講座」を開講した。受

講者は 2 名であった。 

3.1.3.2 リサーチパークや地域連携推進協議会を通して企業ニーズを把握し、企業向けの公開講座や講演会を開催 
2019 年度 実施計画 2019 年度 実行計画 2019 年度 事業報告 評価 

・リサーチパークや地域連携推進協議

会を通して企業ニーズを把握する。 
・企業向けの講演会や公開講座を開催

する。次年度のために参加者のアンケ

ート調査を実施する。 
 

・リサーチパークや地域連携推進協議

会を通して企業ニーズを把握する

と共に、前年度の公開講座のアンケ

ート調査からニーズを把握し、公開

講座の内容を検討する。 
 
 
・ニーズ調査及びアンケート結果に基

づいた講演会・公開講座を開催す

る。 

・地域連携推進協議会やリサーチパーク

を通して、AI や IoT、及び自動運転ロ

ボットなどに関心が高いことはわかっ

た。また、前年度の公開講座の意見を参

考に、今年度から学科持ち回りでテー

マを決めて秋の公開講座を開催した。 
・企業ニーズやアンケート結果は蓄積し

ている。それに基づき公開講座を実施

した。2 月 28 日に技術講演会を実施す

る予定であったが、新型コロナウイル

スの影響で延期した。 

B 

達

成

目

標 

・ニーズ調査及びアンケート結果

に基づいた講演会・公開講座を

開催する。 

③．１．４ 学外との人的交流促進 [AP32(17)] 

（方針）企業や他大学及び行政との人的交流を進め、研究力向上や職員のスキルアップを推進する。 

3.1.4.1 産学官の人的交流促進 
2019 年度 実施計画 2019 年度 実行計画 2019 年度 事業報告 評価 

・リサーチパークや地域連携推進協議

会を通しての交流を促進し、研究のニ

ーズを把握する。 

・地域連携推進協議会総会及び交流会

を実施し、企業ニーズを把握する。 
 
 
 
・久留米・鳥栖地域産学官テクノ交流

会に出展する。またリサーチパーク

との情報交換会に参加する。 

・6 月に地域連携推進協議会と交流会を 

開催した。また、コーディネーターが企

業を訪問して企業ニーズを把握してい

る。 
 
・久留米・鳥栖地域産学官テクノ交流会に

出展した。またリサーチパークとの情

報交換会にも参加した。 

B 達

成

目

標 

・久留米・鳥栖地域産学官テクノ交

流会に出展する。 
・リサーチパークとの情報交換会

を実施する・地域連携推進協議会

総会及び交流会を実施する。 

3.1.4.2 他大学との教職員の人的交流促進 
2019 年度 実施計画 2019 年度 実行計画 2019 年度 事業報告 評価 

・連携協定を締結している大学・高専と

の共同研究等による交流を深め、人的

交流を促進していく。 

・連携協定を締結している大学・高専

との技術職員交流，設備共同利用や

共同研究を進める。 

・連携協定を締結している大学・高専との

技術職員交流、設備共同利用や共同研究

を実施できていない。 

C 達

成

目

標 

・連携協定を締結している大学・高

専との共同研究を行う。 

③．１．５ ブランディング強化・情報発信 [AP32(19)] 

（方針）研究成果や重点プロジェクトの成果を様々なメディアを通して発信し、ブランディング強化を図る。 

3.1.5.1 地域のニーズに応じたプロジェクトの成果を積極的に発信する。 
2019 年度 実施計画 2019 年度 実行計画 2019 年度 事業報告 評価 

・絣プロジェクトや地域と連携した重

点プロジェクトの成果を、メディアを

通して発信する。 

・絣プロジェクトや地域と連携した重

点プロジェクトの成果を、メディア

を通して発信する。 
 
 
 
 
 
・久留米・鳥栖地域産学官テクノ交流

会に研究成果を出展する。 

・「第 38 回広川まつり」でパネル展示を

行い、現在も「産業展示会館」で展示を

継続しているが、メディア発信には至

っていない。3 月に広川町で成果報告会

を実施する予定であったが、新型コロ

ナウイルスの感染症拡大防止のため中

止とした。 
 
・久留米・鳥栖地域産学官テクノ交流会に

ブースは出展した。 

B 
達

成

目

標 

・久留米・鳥栖地域産学官テクノ交

流会に研究成果を出展する。 
・成果が新聞に掲載されるように

する。 
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３．２ 地域教育機関との連携 

③．２．１ 初等・中等教育機関を巻き込んだ地域の「総合的な知の拠点」構築[AP32(15)] 

（方針）地域の初等・中等教育機関と連携した活動を組織として継続的に実施していくための体制の確立 

3.2.1.1 地域への教育分野における貢献を組織的に進めていくために、その事務を担当する組織及び産学官連携教育担当部門の設

置を検討する。 
2019 年度 実施計画 2019 年度 実行計画 2019 年度 事業報告 評価 

・地域への教育分野における貢献の組

織的な取り組みを担う事務組織（担当

職員の配置を含む）および産学官連携

教育担当部門（仮）の設置を検討する。 
・小学生向けの公開講座である筑後子

供キャンパスを実施する。 
 

・産学官連携推進委員会に，地域への

教育分野における貢献の組織的な

取り組みを担う事務組織の役割を

提言し、審議をお願いする。 
 
 
・小学生向けの公開講座「筑後子供キ

ャンパス」を実施する。 
 
・新しい教育の方法を模索し開催、そ

の報告書等を九州一円の教育関係

者等に広く配布し教育創造工学科

の存在を示す重点広報する。久留米

市、広川町教育委員会等と連携し学

生を含めた教育支援活動を実施す

る。 
 
・教育創造工学科の研究・支援活動を

通した広報活動教育関係者を対象

とした「ICT やアクティブ・ラーニ

ング型授業に関する研究会」開催に

よる高大連携、地域の教育現場との

連携事業を通して、本学及び学科を

広く広報する。 
 
 
・事務組織と AP32 のメンバーを中心

に具体的な施策実行計画を検討・立

案する。 
 

・産学官連携推進委員会にて、地域への教

育分野における貢献の組織的な取り組

みを担う事務組織の役割を提言し、その

配置について検討を依頼した。 
 
・小学生向けの公開講座「筑後子供キャン

パス」を 7 月 28 日に本学にて実施し

た。 
 
・教育創造工学科の学生が久留米市と広

川町の学校ボランティアに参加してい

る。また，ボランティア参加の心構え等

の事前学習を実施した。 
 
 
 
 
・8 月 11 日に「ICT やアクティブ・ラー

ニング型授業に関する研究会」を実施

した。福岡、佐賀、大分、熊本、東京都

の中学・高校の先生、教育委員会関係者

が集まり、次世代の理数教育のあり方

をワークショップ形式で議論した。ま

た、10 月 1 日にその内容で明善高校の

物理の先生方と勉強会を実施した。 
 
・産学官連携教育担当部門を担う事務組

織を明確化するよう産学官連携推進委

員会を通して要請を行ったが、現状検

討中のままであり、明確化するに至っ

ていない。一方、地域と連携した教育と

いう点では、地域の企業・自治体等と協

力しながら、地域貢献活動を通して学

生の教育にも資するような制度として

「久留米工業大学オフィシャルパート

ナーシップ制度」の来年度の創設に向

けた検討を行った。 

B 

達

成

目

標 

・産学官連携教育担当部門（仮）の

設置を検討する。 
・各科から午前と午後の部の 2 テ

ーマを出して貰い実施する。 

3.2.1.2 教員個人ではなく、組織的な運営を効率的に行うため、地域貢献につながる公開講座・出前授業などのコンテンツの共有

化に取り組む。 
2019 年度 実施計画 2019 年度 実行計画 2019 年度 事業報告 評価 

・学科横断的な公開講座の共有コンテ

ンツを開発する。 
・AP32 メンバーを中心に共通コンテ

ンツの詳細を検討し、共通教材を作

成する． 
 
・上記コンテンツを試行的に実施する

計画を立案し、実施に向けた準備を

整える． 
 

・出前授業等、地域貢献につながるものは

個人が多く、学科横断的なコンテンツ

開発には至らなかった。 
 
・前期の結果を踏まえ、再度検討したが、

公開講座等においての共有コンテンツ

の作成は無理と判断。次年度以降地域

貢献の在り方を再確認した上で計画自

体を見直すこととした。 

D 達

成

目

標 

・共有コンテンツおよびそのマニ

ュアルを作成する。 

③．２．２ 大学間連携を活用した大学改革の加速化[AP32(03、18)] 

（方針）プラットフォームを構成する大学間での検討を進めていく。 

3.2.2.1 私立大学等改革総合支援事業タイプ３の選定に向けて、コンソーシアム久留米構成校と連携をとりながら、可能な取り組

みを進めていく。 
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2019 年度 実施計画 2019 年度 実行計画 2019 年度 事業報告 評価 
・新たな私立大学等改革総合支援事業

タイプ 3 の要件項目について、実現可

能な項目について検討を行う。 
・学内の体制整備を図り、中長期的な視

点のもとに、大学内での実現可能な項

目の検討を図り、高等教育コンソーシ

アム久留米と連携体制のもとに推進

を図っていく。 

・平成 30 年度タイプ 5 が採択されな

かったため，新タイプ 3 の選定条件

等を調査した上で、今後の方針につ

いてコンソーシアム久留米構成校

間で，今後の方針を協議して進めて

いく。 
 
 
 
・新タイプ 3 の選定条件や協議結果を

踏まえ、実行可能な項目を実施して

いく。 

・令和元年度私立大学等改革総合支援事

業タイプ 3（プラットフォーム型）への

申請については、今年度は申請しない

こととした。ただし、各大学間で合意の

もと、次年度申請する方向で、具体的に

未実施要件項目及び新たな要件項目等

について 11月から内容の洗い直しを行

い、取り進めていくこととした。 
 
・次年度、タイプ 3 の申請に向け高等教育

コンソーシアム久留米による実現可能

な項目の洗い出しを図った。あわせて、

本学単独申請が可能であるかの検討を

行った。 
 

B 

達

成

目

標 

・実現可能な項目の中から 1 項目

または 2 項目を実施する。 
 

Ⅳ．経営改革 
４．１ ガバナンスの確立 
④．１．１ 効率的な組織運営と経営 [AP32(20)] 
（方針）教育・研究を効果的に推進するため、決裁ラインの適正化や事務組織の見直しを行うなど大学運営の効率化を図る。 

4.1.1.1 学長の適切なリーダーシップの確立・発揮 (基準４―１―①) 

2019 年度 実施計画 2019 年度 実行計画 2019 年度 事業報告 評価 
・学長のリーダーシップがより発揮で

きる支援体制の強化を図る。 
 

・政策顧問、政策企画課の機能強化を

検討する。 
 
 
 
・事務改革の進捗に応じ、事務局組織

の改善を図る。 
 
・新年度予算編成に向け、予算のあり

方を検討する。 

・大学運営にかかる意思決定への貢献を

目標にＩＲ活動の目標課題設定、年間

活動計画の作成等を行い、支援体制の

充実を図った。 
 
・IR 推進センターの位置付けや役割を学

長直轄の組織として明確化し、重要政

策にかかる取組みの支援を行った。 
 
・課題解決に向けての裁量的予算の確保

を行った。 

B 達

成

目

標 

・現行体制の見直しを検討する。 
・予算編成において学長の裁量に

よる予算枠の拡大を行う。 
 

4.1.1.2 権限の適切な分散と責任の明確化 (基準４―１―②) 
2019 年度 実施計画 2019 年度 実行計画 2019 年度 事業報告 評価 

・大学としての意思決定を効果的に行

うしくみの見直しを図る。 
 

・課長会議、企画会議の役割・構成・

運用等の見直し検討を行う。 
 
・組織の機能向上や運営の効率性確保

に向けた職員の育成策を実施する。 
 
 
・意思決定にかかる規則等のしくみ点

検を行う。 
 

・課長会議の活性化を図るため、事務レベ

ルの実質的協議の場への改革を行った。 
 
・企画会議は意思決定の迅速化、法人本部

との連携を強化するため、構成等の見

直しを実施した。 
 
・企画会議の改善により、大学運営の円滑

化・効率化が進むとともに、規則等の整

備の進展にも寄与した。 

A 達

成

目

標 

・方針の決定などに関わる教職員

組織やその構成員にかかる規則

等の再点検・再整備を行う。 
 

4.1.1.3 職員配置と役割明確化 (基準４―１―③) 
2019 年度 実施計画 2019 年度 実行計画 2019 年度 事業報告 評価 

・教学マネジメントの方針の明確化を

図り、学内への浸透を図る。 
 

・教育改革推進委員会における審議を

もとに、本学の教学マネジメントを

策定する。 

・本学の教学マネジメントに関する指針

は前期に策定した。中教審が示した教

学マネジメント指針に照らし、３つの

ポリシーに関してチェックすべきポイ

ントを整理し、教育改革推進委員会に

て報告し、各学科、各専攻にも検討を依

頼した。 

A 達

成

目

標 

・教学マネジメントの方針を策定

し、明示する。 
・教職協働のためのしくみの整備

を検討する。 

④．１．２ 業務改革の実施 

（方針）限られた経営資源を最大限に活用し、大学の目標を達成するため、業務フローや組織構造の再構築を行う。 

4.1.2.1 業務改革の基本方針の策定と明示 
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2019 年度 実施計画 2019 年度 実行計画 2019 年度 事業報告 評価 
・事務改革基本方針の意義の周知徹底

と理解促進を行う。 
 

・事務改革推進本部において事務改革

基本方針を決定する。 
・事務改革基本方針の周知を行う。 
・アウトソーシングを実施する。 
 
 
 
 
 
 
・業務プロセス、業務フローなどの整

理を行い、 
・事務業務ガイドを作成する。 

・BPO（ビジネスプロセス・アウトソーシ

ング）実施に向け BPR（ビジネスプロ

セス・リエンジニアリング）取組みを開

始した。  
・業務実態予備調査を実施し業務概況を

整理、7 月より業務量詳細調査と分析を

行っている。 
・業務改革検討部会において「事務改革推

進方針案」を審議した。 
 
・業務プロセス調査、業務フロー図を作成

し課題の把握と評価を行った。これに

基づき業務改善案の策定に着手した。 

B 達

成

目

標 

・事務改革基本方針を明示する。 
・事務職員業務ガイドを策定し、業

務の標準化に着手する。 
・事務業務の一部外部委託化を試

行する。 

４．２ 職員研修 

④．２．１ SD をはじめとする大学運営に関わる職員の資質・能力向上への取組み (基準４―３―①) 

（方針）教育を取り巻く環境の急激な変化に伴って、大学運営を担う職員の資質・能力向上を組織的に取り組む。 

2019 年度 実施計画 2019 年度 実行計画 2019 年度 事業報告 評価 
・研修体系を作成（実施方針）する。 
・認証評価申請に対しての学校教育法

等の研修を行う。 

・職員研修計画を作成する。 
 
・研修中の実務研修において自己点検

評価の研究を係長職で実施する。そ

の際、学校教育法、大学設置基準の

研修も併せて行う。 
 
・実務研修の継続と前期で行う事が出

来なかった課長研修、課内研修を行

う。 

・職員研修計画を作成した。 
 
・新任研修、課内研修、大学 FD・SD 研

修会の参加、実務研修等を実施した。 
 
 
 
・高等教育の無償化に対する実務研修を 2
回行った。しかし、課長研修及び各課で

の課内研修は一部しか出来ていない。 

B 達

成

目

標 

・3 ヶ年の研修体系を作成する。 
・大学を取り巻く現状の理解業務

知識の向上を図る。 

４．３ 人事 

④．３．１ 全学的・長期的視点に基づく人事計画 [AP32(24、25、30)] 

（方針）財源的制約の中で、教育・研究を推進し、質的に高度化・専門化するとともに増加傾向にある事務に対応していくため適切

な採用計画など、総人件費の適正化を図る。 
2019 年度 実施計画 2019 年度 実行計画 2019 年度 事業報告 評価 

・全学的見地からの人的資源管理の最

適化を図るため、教職員の長期的な採

用計画を策定する。 

・学科毎に今後の教員配置の見通しを

行う。 
 
 
・要員配置の適正確保のための調整を

行う。 
 
・法人本部との要員配置に関する情報

等の共有化協議を行う。 
 
・採用計画（案）を策定する。 

・今後の採用見通しを明確化するため、学

科毎に設置基準に定められた要件と現

状を一覧としてとりまとめた。 
 
・事務職員については、業務再構築に取組

み中である。 
 
・業務量調査と並行して要員配置を検討

した。 
 
・法人本部とも現場課題の情報共有に努

め当面の採用計画を定めた。 

A 
達

成

目

標 

・長期的採用計画策定のための学

内協議と調整を実施する。 
・法人本部との調整を行い、採用計

画を策定する。 



27 
 

 

④．３．２ 教職員の人材育成 [AP32(26、27、28)] 

（方針）適正な教職員採用計画とともに、効果的な評価制度の整備などにより全学的見地からの人的資源管理を行う。 

2019 年度 実施計画 2019 年度 実行計画 2019 年度 事業報告 評価 
・業務ガイドの作成と併せて、大学の研

修体系に沿った人材育成に取り組むと

ともに、適切な評価制度の運用に努め

る。 

・法人本部が行う職員研修へ受講参加

する。 
 
 
・業務ガイドに沿った事務職員研修の

計画を策定し、実施する。 
 
 
・教職員評価制度の検証を行う。 

・業務改革の取組みにおいて業務分析、業

務量調査を実施した。改善業務フローを

作成し、これに基づいた人材育成・研修

計画を作成する。 
・事務改革に向けての研修や業務量調査

等を通じて、職員の業務見直しへの理

解を深めるなど育成を図った。 
 
・教員評価制度における評価項目及び評

価方法の見直しを行った。 

B 
達

成

目

標 

・業務ガイド等を踏まえた事務職

員研修を行う。 
・法人本部が行う職員研修を活用

する。 
・教職員評価制度の検証を行う。 

４．４ 財務 

④．４．１ 財政基盤と収支・会計 (基準５―４・５―５) 

（方針）大学の使命・目的を実現するため、経営の基本方針を明示する。また健全な大学運営を堅持していくため、安定的な財政基

盤の確立と会計、監査体制など理事会とともに経営の規律を維持していく。 

4.4.1.1 経営の基本方針の明示・公表（環境・人権を含む） 

2019 年度 実施計画 2019 年度 実行計画 2019 年度 事業報告 評価 
・法人全体の中長期計画と整合した実

施計画を策定する。 
・実施計画と連動した財政計画書を作

成する。 
 
 
 
・実施計画、財政計画を踏まえた経営

の原則・基本方針を検討する。 
 
・経営の基本方針を決定し、周知を図

る。 

・第 2 次前期実施計画（2019 年度～2021
年度）を踏まえた各年度の財政計画（事

業活動収支・活動区分資金収支）を作成

した。 
 
・制度変更等による補正を行いながら、経

営の基本方針の検討を進める。 
 
・実施計画のローリングと予算編成作業

を通じて、経営方針の明確化を図った。 

B 達

成

目

標 

・経営の基本方針を明示するとと

もに、実施計画策定意義の理解

を促進する。 
・環境、人権への配慮を明記する。 

4.4.1.2 中長期的な計画に基づく適切な財務運営の確立 (基準５―４―①) 
2019 年度 実施計画 2019 年度 実行計画 2019 年度 事業報告 評価 

・的確な財政見通しを作成する。 
・収支状況を確認しながら、補正予算等

の適切な運用を行う。 

・中長期財政計画の見直し、精査を行

う。 
 
 
 
・適切な時期に決算見込みを調整し、

財政見通しへの反映を行う。 
・収支見通しを踏まえた補正予算編

成、事業計画見直しを実施する。 

・国の政策動向や学納金収入見通し等を

反映しながら財政計画の見直しを行う

とともに、決算見込みの精度向上に努

めた。 
 
・的確な決算見込みを調整し、補正予算に

反映するとともに、事業計画の必要な見

直しを行った。 

A 達

成

目

標 

・的確な財政見通しを作成する。 
・収支状況を確認しながら、補正予

算等の適切な運用を行う。 

4.4.1.3 安定した財政基盤の確立と収支バランスの確保 (基準５―４―②) 
2019 年度 実施計画 2019 年度 実行計画 2019 年度 事業報告 評価 

・安定した収支均衡を図っていくため

学納金及び外部資金確保を図る。 
・管理会計の活用を検討する。 
 

・コストの可視化を行う手法について

検討する。 
・管理会計（セグメント・プロジェク

ト）の実務研修を行う。 
 
・国の高等教育の負担軽減策の動向に

応じ、奨学金制度の見直しを図り、

財政見通しへの反映を行う。 
・管理会計の導入について計画化を図

る。 
 

・業務改革の進展に沿った管理会計の実

現に向けた検討を行った。 
 
 
 
・国の制度設計の動きに適切に対応しな

がら、奨学金制度の適正化に向けた第

一段階の見直しを行った。 

B 
達

成

目

標 

・収入確保への取組み策を検討す

る。 
・特定資産取崩額の縮小を行う。 
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4.4.1.4 会計処理の適正な実施 (基準５―５―①) 
2019 年度 実施計画 2019 年度 実行計画 2019 年度 事業報告 評価 

・規程等及び法人本部指導のもと、より

適正な会計処理を行う。 
 

・会計処理の適正化を確保するため、

学校会計制度にかかる事務局内研

修を実施する。 
 
 
 
 
 
・本学の実情に合わせた決算見込みの

実務作業のあり方について検討を行

う。 

・会計処理の適正化の確保については、規

程等及び法人本部指導のもと、その都

度、メール等にて学内に周知している。

研修については、学校会計を取り扱う部

署として、課内では、予算・決算書をも

とに本学の経営状況等の現状把握を行

い、実務レベルの底上げを図った。 
 
・予算と決算の乖離については、決算見込

調書作成依頼時及びヒアリング時に各

所属長、担当者へ見込額と決算額に大き

な差異が生じないよう周知し、課内でも

過去のデータ等を用いて精査を行い、乖

離の縮小に努めている。 

B 達

成

目

標 

・決算見込額の精査を実施し、例年

問題となっている決算見込額と

決算額の乖離を縮小する。 

4.4.1.5 会計監査の体制整備と厳正な実施 (基準５―５―②) 
2019 年度 実施計画 2019 年度 実行計画 2019 年度 事業報告 評価 

・規程等及び監事、公認会計士等の指導

のもと改善を行う。 
・会計処理の適正化・簡素化の視点か

ら規程等の見直しを図る。 
 
 
 
 
 
 
・会計事務の改善にあたっては、法人

本部との連携により実施する。 
 
 
 
 
・決算見込みの作成に合わせ、会計処

理の点検を実施する。 
 

・規程等の見直しについては、法人本部等

と連携し、現行の法人規程である「固定

資産及び物品調達・管理規程」をより実

情にあわせた内容（「固定資産等管理規

程」「契約事務規程」「寄付金及び現物

寄付受入規程」の 3 つの規程に分割し、

利便性の高い内容に精査）へ今後改正

予定である。 
・会計事務の改善については、伝票処理に

伴う計上漏れがないよう、防止策とし

て毎月執行状況等が分かる資料を各課

へ送り、台帳照合を実施し、結果を会計

課へ報告させることで、各部署との情

報共有に努めている。 
・会計上の不備・誤謬の防止策として毎月

執行状況等が分かる資料を各課へ送

り、台帳照合を実施し、結果を会計課へ

報告してもらうことで、各部署との情

報共有に努めている。 

B 達

成

目

標 

・会計上の不備・誤謬の防止策とし

て各部署と定期的に照合等を行

い、精査を図る。 

4.4.1.6 寄付金の獲得と基金の充実 [AP32(29)] 
2019 年度 実施計画 2019 年度 実行計画 2019 年度 事業報告 評価 

・寄付金獲得に伴う整備について検討

する。 
・ホームカミングデー計画に合わせ、

寄付金収入の増加策を検討し実行

する。 
 
 
 
・同窓会活動の活性化に向けた支援策

の検討を行い、協力して効果的な寄

付金の仕組みを確立する。 

・2 月 23 日に開催予定していた第 1 回ホ

ームカミングデーについては、実施委員

会を立ち上げ、来訪者確定や準備も終え

ていたが、新型コロナウイルス感染症の

拡大防止の観点から延期することとし

た。 
・同窓会活動の活性化に向けた支援策及

び効果的な寄付金の仕組みについて

は、次年度以降に検討することとした。 

B 達

成

目

標 

・寄付手続きの簡素化、HP の見直

し及びクラウドファンディング

等を検討する。 

４．５ 学習環境の整備 

④．５．１ 学習環境の計画的な整備と適切な維持管理 [AP32(32)] 

（方針）快適な学習環境を整えるため既存施設・設備の適切な維持管理と活用、教育目的を達成するために必要な施設等の計画的な

整備を図る。 
2019 年度 実施計画 2019 年度 実行計画 2019 年度 事業報告 評価 

・既存施設・設備については、利用状況

や老朽化等の実態に応じた適切かつ

計画的な維持管理と更新を行い、併せ

て教育の質保証や研究改革推進に的

確に対応した整備計画等を策定する。 
・キャンパス整備計画において中尾山

キャンパスの取扱い・活用、学生寮の

・既存施設の利用実態と老朽化等の状

況について調査を実施し、必要な施

設については、維持管理の見通しに

ついてのスケジュールを作成する。

また、必要な維持管理・更新等を実

施する。 

・施設修繕・改善箇所、改良要望箇所等に

ついて調査を実施し、優先度の高いもの

から対応を行っている。また、計画に沿

った維持管理等を実施しながら、突発的

な事案にも的確に対応した。 
 

A 
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基本構想を検討する。 ・中尾山キャンパス、学生寮の基本構

想の策定に着手する。 
 

・中尾山キャンパス、学生寮の基本構想に

ついては、見積依頼等基礎資料作成に

着手した。中尾山キャンパスの取扱い

についても移転構想を踏まえた見通し

を定め、予算への反映を行った。 
 

達

成

目

標 

・キャンパス整備計画の見直し策

定を行う。 
・計画に基づきアクティブ・ラーニ

ング対応設備や、各種システム整

備等を行う。 
・施設の非構造部材調査、耐震化対

応等の維持管理対策を行う。 
・学生寮の整備方針を検討する。 
・中尾山キャンパスの整理方針を

検討する。 
Ⅴ．内部質保証 

５．１ 内部質保証の組織体制 

⑤．１．１ 内部質保証の組織体制 

（方針）学部・学科や研究科による三つのポリシーを起点とする教育の質保証と中長期的な計画を踏まえた大学全体の質保証に取り

組む組織的な体制を確立する。 

5.1.1.1 内部質保証のための組織の整備・責任体制の確立 (基準６―１―①) 

2019 年度 実施計画 2019 年度 実行計画 2019 年度 事業報告 評価 
・教育改革推進委員会を軸にしたガバ

ナンス体制を構築し、3 つのポリシー

に基づく教育の質保証を実現する。 
・アセスメント・ポリシーを実行する各

学部・学科、研究科、および事務組織

を結びつけ、PDCA サイクルを適切に

機能させる。 
・教育の質保証を大学自らの責任で説

明・証明していく仕組みを推進する。 

・教育改革推進委員会を軸とした教育

の質保証のための以下のガバナン

ス体制を構築する。 
◇Plan：教育改革推進委員会、IR 推

進センター 
◇Do：教務委員会、FD 委員会、各

学科・専攻 
◇Check：自己点検・評価委員会、

教育研究推進外部評価委員会 
◇Action：教育改革推進委員会 

 
・アセスメント・ポリシーの実行組

織、運用等を全学に周知させる。 
 
 
 
・構築したガバナンス体制により、

PDCA サイクルを回し、アセスメン

ト・ポリシーに沿った教育の質の保

証の仕組みを機能させる。 
 
 
 
 
 
 
 
・構築したガバナンス体制により、内

部質保証のための自己点検・評価を

実施する。 
 

・教育改革推進委員会を全学的な統轄組

織とした教育の質保証のためのガバナ

ンス体制を構築した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
・アセスメント・ポリシーに基づき、教育

の質保証を図るための組織体制を構築

し、教育改革推進委員会等において、周

知を図った。 
 
・各種アセスメント結果の分析に基づき、

教育改革推進委員会等で教育改善に向

けた検討を行った。  
・中央教育審議会が示した教学マネジメ

ント指針に照らして、3 つのポリシーに

関してチェックすべきポイントを整理

し，教育改革推進委員会で報告し，各学

科，各専攻単位でも検証を行うことで、

教育質保証の仕組みを機能させる枠組

みを構築し、その実施を図った。 
 
・中長期的な計画を踏まえた大学全体の

質保証を円滑に進めるため、毎回の企

画会議に、法人本部の事務局長および

監事が参画することとなった。 

B 

達

成

目

標 

・教育改革推進委員会を全学的な

統轄組織とした体制を構築す

る。 
・教育の質保証の指針、およびアセ

スメント・ポリシーを策定する。 
・内部質保証の指針、組織図、手続

き・運用・情報公開等を策定し明

確化する。 
・PDCA サイクルに基づいた、上

記を踏まえた実行を行い、成果を

得る。 

５．２ 内部質保証のための自己点検・評価 

⑤．２．１ 内部質保証のための自己点検・評価 

（方針）IR を活用した調査・データ収集の枠組みを整備し、エビデンスに基づいた自己点検・評価に取り組む。 

5.2.1.1 内部質保証のための自主的・自律的な自己点検・評価の実施とその結果の共有 (基準６―２―①) 

2019 年度 実施計画 2019 年度 実行計画 2019 年度 事業報告 評価 
・自己点検・評価項目を確認し、それに

応じたエビデンス・IR 情報等に基づ

く自己点検・評価を実施し、その結果

について情報公開を行う。 
・2020 年度の外部認証評価に向けて、

必要な準備を行う。 
 

・教育改革推進委員会と IR 推進セン

ターが連携し、2020年度に受審する

外部認証評価に向けて、内部質保証

のための各種エビデンス項目の抽

出、情報の収集、分析の指針を定め

る。 

・教育改革推進委員会と IR 推進センター

が連携し、2020 年度に受審する外部認

証評価に向けて、内部質保証のための各

種エビデンス項目の抽出、情報の収集、

分析の指針を定めた。 
 
 

B 
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 ・IR 推進センターが中心となり、学内

における IR の機能と役割を明確化

し、全学に周知させる。 
・アセスメント・ポリシーに沿って、

各担当部門と IR 推進センターが連

携し、各種アセスメント（入学者ア

ンケート、個人面談記録、学生満足

度アンケート、授業評価アンケー

ト、学修成果ルーブリック調査、卒

業研究ルーブリック調査、卒業時ア

ンケート、卒業生アンケート等）を

実施する。 
・2019 年度版久留米工業大学ファク

トブックを大学 HP に掲載する。 
・自己点検・評価委員会による評価を

実施し、報告書の作成・公開を行う。 
・教育研究推進外部評価委員会による

評価を実施し、報告書の作成・公開

を行う。 

・学内における IR の機能と役割について

は、教学 IR の機能を中心に据え、検討

中である。 
・アセスメント・ポリシーに沿って、各担

当部門と IR 推進センターが連携し、各

種アセスメント（入学者アンケート、学

生満足度アンケート、授業評価アンケー

ト、学修成果ルーブリック調査、卒業研

究ルーブリック調査、卒業時アンケー

ト、卒業生アンケート等）を実施した。 
 
 
・2019 年度版久留米工業大学ファクトブ

ックを大学 HP に掲載した。 
・自己点検・評価委員会による評価を実施

し、報告書の作成・公開を行った。 
・教育研究推進外部評価委員会による評

価を実施し、報告書の作成・公開を行っ

た。 

達

成

目

標 

・自己点検・評価を実施し、報告書

を作成・公開する。 
・IR の機能と役割（情報管理、広

報、分析、研究、知識管理、教育

推進）の浸透を図る。 

5.2.1.2 IR などを活用した十分な調査・データの収集と分析 (基準６―２―②) 
2019 年度 実施計画 2019 年度 実行計画 2019 年度 事業報告 評価 

・IR の機能と役割を 6 つの分野に整理

する。それらの①情報管理、②広報、

③分析、④研究、⑤知識管理、⑥教育

推進を確立し、データの一元化を行

う。 
・本学の豊富なビッグデータを活用し

価値を生み出す枠組みを整備する。 

・IR 推進センターが中心となり、各部

門と連携し、学修成果や各種アンケ

ート等のデータのデジタル化と一

元化を推進する。 
・一元化されたデータを基に、内部質

保証のための各種エビデンスとな

る情報の収集・分析を実施する。 
・重要課題（退学防止や研究力向上等）

について、IR 推進センターが中心と

なり、データ分析を行い、分析結果を

可視化して学内での共有化を図る。 
 
・内部質保証の確立のためのデータマ

ネジメントの仕組みとシステムの構

築・整備について、将来計画を検討す

る。 

・IR 推進センターが中心となり、各部門

と連携し、学修成果や各種アンケート

等のデータのデジタル化と一元化を推

進した。 
・一元化されたデータを基に、内部質保証

のための各種エビデンスとなる情報の

収集・分析を実施した。 
・入試区分ごとの退学割合及び教員の研

究時間等について、IR 推進センターが

中心となり、データ分析を行い、分析結

果を研究改革推進委員会等で報告を行

った。 
・内部質保証の確立のためのデータマネ

ジメントの仕組みとシステムの構築・

整備について、次年度も引き続き検討

する。 

B 

達

成

目

標 

・IR の機能と役割（情報管理、広

報、分析、研究、知識管理、教育

推進）の浸透を図る。 
・データのデジタル化と一元化を

実施する。 
・内部質保証のためのデータマネ

ジメントの仕組みとシステムの

構築・整備を進める。 

５．３ 内部質保証の機能性 

⑤．３．１ 内部質保証の機能性 

（方針）・自己点検・評価等の活用により、中長期的な計画を踏まえた大学運営の改善・向上につながる内部質保証の仕組みを確立

する。 

・三つのポリシーを起点とした内部質保証に取り組み、その結果を教育の改善・向上に反映させる。 

5.3.1.1 内部質保証のための学部、学科、研究科等と大学全体の PDCAサイクルの仕組みの確立とその機能性 (基準６―３―①) 
2019 年度 実施計画 2019 年度 実行計画 2019 年度 事業報告 評価 

・自己点検・評価の結果を活用し、実施

計画（の策定・見直し等）へ反映させ

大学運営の改善・向上を図る。 
・アセスメント・ポリシーに示された教

育改革推進委員会を起点とした

PDCA サイクルの中で、3 つのポリシ

ーに基づく内部質保証に取り組み、そ

の結果を教育の改善・向上に反映させ

る。 

・構築したガバナンス体制により、

PDCA サイクルを回し、アセスメン

ト・ポリシーに沿った教育の質保証

の仕組みを機能させる。 
・教育改革推進委員会において、自己

点検・評価委員会、教育研究推進外

部評価委員会による評価結果も踏

まえ、教育の質保証に関する課題抽

出、改善・向上策を検討し、次年度

の実施計画に反映させる。 
・自己点検・評価結果に基づき、大学

運営の改善・向上策を各種委員会、

企画会議等で検討し、次年度の実施

計画に反映させる。 

・構築したガバナンス体制により、PDCA
サイクルを回し、アセスメント・ポリシ

ーに沿った教育の質保証の仕組みを機

能させた。 
・教育改革推進委員会において、自己点

検・評価委員会、教育研究推進外部評価

委員会による評価結果も踏まえ、教育の

質保証に関する課題抽出、改善・向上策

を検討し、次年度の実施計画に反映させ

た。 
・中教審が示した教学マネジメント指針

に照らして、3 つのポリシーに関してチ

ェックすべきポイントを整理し，教育

改革推進委員会にて報告し、各学科、各

専攻単位でも検証を行うことで、教育

の質保証の仕組みを機能させる枠組み

を構築し、その実施を図った。 

B 

達

成

目

標 

・自己点検・評価結果の実施計画

（の策定・見直し等）への反映及

びそれによる大学運営の改善・向

上を図る。 
・教育改革推進委員会を起点とし

た PDCA サイクルによる教育の

改善・向上を図る。 
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Ⅵ．国際化の推進 

６．１ 国際交流事業の推進 

⑥．１．１ グローバル化に対応した体制の整備 

（方針）国際交流推進のための組織強化を図る。 

6.1.1.1 国際交流センターの設置検討 
2019 年度 実施計画 2019 年度 実行計画 2019 年度 事業報告 評価 

・国際化推進委員会において、国際交流

センター設置について検討を行う。 
・国際交流センターの組織体制及び業

務内容について検討を行う。 
 

・留学生の入学者は増えているが、現在の

ところ、留学生への対応は学生課で行っ

ている。今後、留学生数が一定数以上に

なれば、国際化推進委員会において国際

交流センターの設置について検討する

こととした。 

C 達

成

目

標 

・国際交流センター設置案を作成

する。 
・設置案に沿って、開設準備を開始

する。 
6.1.1.2 学生の英語力の向上 

2019 年度 実施計画 2019 年度 実行計画 2019 年度 事業報告 評価 
・語学研修等による学生の英語力の向

上、および TOEIC 受験促進を図る。 
・学生の英語力の向上を図るため、語

学研修への参加を促進するととも

に、語学研修参加者や交通機械工学

科先端交通・航空宇宙コース等の学

生に TOEIC 試験への受験を奨励す

る。 
 

・語学学習の動機を高めることを目的と

して、海外協定校である米国セントラ

ルワシントン大学において、10 日間の

語学研修を実施するとともに、マイク

ロソフト社への訪問も行った。今年度

の語学研修には 12 名の学生が参加し

た。今年度の TOEIC 受講者は前年度か

ら 3 名増の 37 名、TOEIC 受験者は 32
名で、その内、語学研修参加者は 1 名。 

C 達

成

目

標 

・語学研修参加者数 30 名を目指

す。 
・TOEIC 受験者数 30 名を目指す。 

6.1.1.3 異文化交流の実施 
2019 年度 実施計画 2019 年度 実行計画 2019 年度 事業報告 評価 

・学内外で留学生と地域との異文化交

流イベントの企画立案、実施を行う。 
・国際交流委員会において、昨年度実

施した地域交流会をベースに、学内

外で留学生と地域との異文化交流

イベントを企画立案し、実施する。 
 

・大学祭（愁華祭）では、留学生が出店し

在学生との交流を行ったが、学外との交

流会は実施できなかった。 
C 達

成

目

標 

・留学生と地域住民との交流会等

のイベントを年間 2 回程度開催

する。 

6.1.1.4 協定校との交流の促進 
2019 年度 実施計画 2019 年度 実行計画 2019 年度 事業報告 評価 

・海外協定校との教員による短期の人

事交流を行う。 
・海外協定校との教員による短期の人

事交流について国際化推進委員会

で検討する。 
 
 
 
・教員による海外協定校への訪問を実

施する。 
 

・海外協定校との交流は米国セントラル

ワシントン大学と引き続き実施してお

り、今年度はオーストラリア国とタイ

国での語学研修も計画していたが、新

型コロナウイルス感染防止のため、語

学研修を取り止めることとした。 
・モンゴル国新モンゴル工科大学に 2 名

の教員を派遣し、同大学の学生を対象

に 1 週間の集中講義を行った。 

B 達

成

目

標 

・教員の短期の滞在で、研究等の交

流を行う。 
 

⑥．１．２ 外国人留学生の受入れ促進 
（方針）相当数の外国人留学生の受入れが可能な体制を整備する。 

6.1.2.1 編入学定員の検討 
2019 年度 実施計画 2019 年度 実行計画 2019 年度 事業報告 評価 

・留学生と他大学からの編入学生数増

加に伴い、編入学定員増の検討を行

う。 

・現在の留学生の在籍状況を把握し、

今後のインド国ラジャギリ工業技

術大学からの編入学生受入れ数と

他協定校との留学生受入れ数を考

慮して、編入学定員増について検討

する。 

・現状では、インド国ラジャギリ工業技術

大学からの編入学生の大幅な増員が見

込めないため、編入学定員増の申請は行

わないこととした。 
 C 達

成

目

標 

・編入学生数の見込から編入学定

員増を10名程度行うかの決定を

する。 
・編入学定員増が必要であれば、定

員増の申請を行う。 
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6.1.2.2 修学支援 (日本語教育、サポート学生の配置等) 
2019 年度 実施計画 2019 年度 実行計画 2019 年度 事業報告 評価 

・留学生にサポート学生を配置し、学業

や日本語の支援を行う。 
・久留米大学別科、久留米ゼミナール等

との連携による支援の検討を行う。 

・留学生へのサポート学生の配置や先

輩留学生による新入生への支援に

ついて検討する。 
 
・協定校との留学生支援体制について

検討する。 
 

・留学生にサポート学生を配置すること

の具体的な検討は進んでいない 
 
・協定校との留学生支援体制については、

具体的な検討は進んでいない。 D 
達

成

目

標 

・ワークスタディ制度を利用し、留

学生にサポート学生を配置する。 
・連携校による日本語能力育成支

援制度の運用を開始する。 

6.1.2.3 就職支援 
2019 年度 実施計画 2019 年度 実行計画 2019 年度 事業報告 評価 

・留学生を対象とした就職活動支援講

座（セミナー等）を実施する。 
・公的支援機関（ハローワーク等）との

協力体制を検討する。 

・日本企業への就職を希望する留学生

を対象とした学内セミナーを実施

する。 
 
 
・ハローワーク等から得た留学生向け

の就職情報・学外セミナー情報を提

供する。 
 

・ハローワーク久留米から講師を招き、留

学生を対象とした就職支援セミナーを 8
月 1 日に学内で開催した。参加学生数は

8 名であった。 
 
・ハローワーク等から得た留学生向けの

就職情報・学外セミナー情報等を自由

に閲覧できるよう就職課内に資料 BOX
を設け、就職活動支援を行っている。 

B 
達

成

目

標 

・日本企業への就職を希望する学

生を対象とした就職支援セミナ

ーを開催する。 

6.1.2.4 留学生も入居できる学生寮の建設検討 
2019 年度 実施計画 2019 年度 実行計画 2019 年度 事業報告 評価 

・留学生も入居できる学生寮の建設、あ

るいは、留学生のためのアパートの借

り上げ等ついて検討を行う。 

・留学生も入居できる学生寮の建設、

あるいは、留学生のためのアパート

の借り上げ等ついて検討を開始す

る。 
 

・学生寮の建設計画をにらみつつ、今後の

対応を図っていく。 
 

C 達

成

目

標 

・留学生も入居できる学生寮建設、

アパート借り上げ等の方針を策

定する。 
 

6.1.2.5 留学生の入学増への取組 
2019 年度 実施計画 2019 年度 実行計画 2019 年度 事業報告 評価 

・海外協定校や日本語学校協定校及び

その他の日本語学校からの入学者の

促進を図る。 

・留学生の受入れを促進するため、日

本語学校等との協定校を増やすこ

とを目指す。 
 
・留学生のための大学進学説明会へ参

加する。 
 

・新たに協定校として九州英数学館国際

言語学院との外国人留学生支援に関す

る協定を締結した。 
 
・福岡市で開催された留学生の進路相談

会に参加した。本学への個別相談者は

約 70 名で、好評であった。2020 年度

の留学生の入学者数は 7 名。 

B 達

成

目

標 

・留学生（新入生及び編入学生）10
名の受入れを目指す。 




